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午前10時06分開会 

○森戸座長 おはようございます。議会基本条例

策定代表者会議を開会いたします。 

 本日も、露口副議長にご出席いただいておりま

すので、ご紹介をさせていただきます。よろしく

お願いいたします。 

○露口副議長 ありがとうございます。 

○森戸座長 前回、９条、10条を協議してまいり

ました。 

 11条であります。皆さんのお手元に11条の正副

座長案をお示しさせていただいております。素案

たたき台と正副座長案という形でお示しさせてい

ただいているんですが、ないですか。机上に置い

ていないですか。大丈夫ですか。 

 正副座長で事前に話し合ってまとめさせていた

だきました。全員協議会は他市と違って、小金井

市の場合は公開をし、会議録を残すという特別な

意味のある会議となっています。また、会議規則

でも、全員協議会についてはきちんと位置付けを

行っているという会議でもありまして、議会基本

条例の中にきちんと明文化していくことは必要で

はないかということであります。 

 たたき台の方をもうちょっと簡潔にまとめた方

がいいだろうということで、一つは、たたき台の

第２項を削りました。「市長から全員協議会の開

催を求められた場合は、議長は速やかに対応する

ものとする」というのは当たり前のことですので、

それをあえて言うことはないのではないかという

ことです。 

 それから、第４項の「全員協議会は、原則公開
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するものとし」ということについては、条文の第

５条の「市民に開かれた市議会」のところで、

「議会は、本会議、委員会及び全員協議会を原則

公開とする」ということをうたいました。それと

の整合性からいっても、これは必要ないというこ

とで削除したということであります。 

 たたき台の第３項、「議員が全員協議会の開催

を請求した場合は、議長は速やかに対応するもの

とする」というこの言い方を、「議長は」という

のを前に持ってきて、「議員が全員協議会の開催

を請求した場合は、速やかに対応するものとす

る」ということであります。 

 基本的には、全員協議会は市長が議会に求めて

開催するというのが通常であります。ただ、議員

サイドからも、この問題については市長に全員協

議会なり市長報告なりしてほしいという場合が結

構あるんですよね。それもきちんと保障した方が

いいだろうということで、第２項については、

「議員が開催請求をすることもできる」という文

言を残し、「請求した場合は速やかに議長は対応

する」ということをここに明記したということで

あります。 

 この点については、改選前の議会で、皆さんの

お手元に素案たたき台の各会派の意見集約用紙が

あると思いますが、この中で委員長コメントとい

うのがありまして、議員が開催を請求という場合

に、１人でもできるのか、３分の１なのか、逐条

解説等で規定してはどうかということであります。

開催要求の議員数を明示すべきだということが議

論になっています。事務局と正副座長の打合せの

中でも議論になったんですが、２分の１にするの

かということになると、臨時会の開催請求が３分

の１、というと８人ですから、２分の１というの

はちょっとハードルが高いのかなというのもあっ

て、この辺りはどうするか。１人でも開催請求が

あれば議長が動くとするのか。その辺りは皆さん

でご議論いただくところなのかなと思っておりま

すが、以上、正副座長の提案として皆さんにご提

案させていただきたいと思います。 

 先ほど言った「会議規則の定めるところにより

協議の場を設けることができる」というのは、地

方自治法の第100条の調査権、協議または調整の

場の設置、議員の派遣、政務活動費、図書室の附

置という、この条文の中で⑫として、この「協議

の場」というのが入りましたので、これは前回も

説明をさせていただいていますけれども、この関

係で会議規則についても変更し、協議の場として

全員協議会を位置付けているということでありま

す。 

○宮下議員 今、ずっと座長の方から説明があっ

たんですけれども、議論しやすいように環境を整

えようということで、正副座長の打合せのときに、

事務局の方も一生懸命いろいろ提案していただき

まして、打合せをしてきました。今、お話があっ

たように、全員協議会の部分は小金井市ではもう

既に公開でやっているという状況もあるという点

が１点と、地方自治法上の改正があって、地方自

治法上にも、今、説明があったように全員協議会

をうたうことができるということで、そういった

趣旨の項目が入っているという環境が整っている

ということもあって、ここの第11条の部分は、そ

ういう意味ではうたいやすいのかなと思います。

これまでの議論の中では、全員協議会だけやたら

詳しい規定が第11条の中にあるというのも、ちょ

っと不自然な感じもありまして、よりコンパクト

というか、必要な部分に絞ってきちんとうたって

いけばいいのではないかというような議論で、正

副打合せのときにもそういった話がありました。 

 そういったことで、ある程度きちんと整理して

いく中で、第11条については５項目あったのを３

項目に絞ったということであります。今も説明が

あったかと思いますけれども、たたき台にあった

第４項の「全員協議会は原則公開とする」という

のは、もう既に第５条にもうたっているし、同じ
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内容のものを２回、３回うたうのはおかしいので

はないかというか、前回の議論でも出ましたけれ

ども、そういったことを重複は避けるということ

もあって、議論の中で整理をして、それでこの正

副座長案ということで出させていただきました。

とにかく何かばーんとぶつけていかないとなかな

か前に進まないかなというのもあって、ちょっと

勝手ですけれども、正副座長案ということで提案

させていただいております。 

○片山議員 開催請求なんですけれども、多分前

回の改選前の議論のときには３分の１と書いてあ

ったんですが、４分の１になったんですか。会議

規則の方を見ると４分の１となっているので、と

いうのを参考に申し上げます。 

○森戸座長 何ページですか。（「18ページ」と

呼ぶ者あり）地方自治法、18ページで、３項です

ね。臨時会請求は４分の１以上ですね。だから開

会請求でいえば６人か。 

 それと、全員協議会について、なぜ条文で位置

付けたかというと、申合せの中では、全員協議会

は一言、二言しか出ていないんです。次長、そこ

を説明してもらっていいですか。 

○飯田議会事務局次長 全員協議会につきまして

は、こちらのハンドブックのところには、資料の

配付数ぐらいしか書いておりませんで、位置付け

ですとか、そういったことまで書いていないとい

う形でございます。ページの方を確認させていた

だきます。 

○森戸座長 ありがとうございます。ですから、

全員協議会の位置付けというのは会議規則で協議

の場を設けるということだけで、どういう場合に

やるかとか、そういうことの規定がありません。

本来は全員協議会ではなく、市長報告もしくは常

任委員会や特別委員会で重要案件を報告して、公

開の場で行うというのが、正式の場で行うという

のが本来の在り方ですけれども、しかし市長が意

見を聞きたいという場合もあるわけで、それを保

障していく上でも全員協議会というのはあるのか

なと思っています。 

 あえて都市計画とうたったのは、都市計画法が

改定されて、議会の意見を聞かなくてもいいよう

になったんですよね。都市計画審議会には議会の

意見を聞かないで提案することができる、諮問す

ることができるようになったんですが、しかし重

要な都市計画の問題について小金井市議会が何も

知らないということにはならないだろうというこ

とで、今は全員協議会で都市計画の重要な問題に

ついては報告をしてもらうということになってい

ます。その点から、あえて限定的に都市計画とい

うことをこれは述べているということです。その

ほかの最重要課題という問題については、市長が

最重要課題だと判断した問題について報告をする

という形なのかなと思っています。何を重要課題

とするかというのはそれぞれ違うのかもしれませ

んが、重要政策というのはそういうことです。 

○飯田議会事務局次長 先ほどご紹介いたしまし

た全員協議会の申合せ事項でございますが、ハン

ドブックの81ページにございますので、ご覧いた

だきたいと思います。 

○森戸座長 81ページですね。開催の判断及び部

局への出席については議長に一任することとする。

なお、全員協議会の記録は25部作成することとし、

配付先は委員会記録と同様とする。25部というの

は、何で25部なのか。（「議員数」と呼ぶ者あ

り）議員数ですよね。だから、今、24人だから24

なのね。 

 まず、第１項からいきます。第１項で何か分か

らないことや疑問点などありましたら。特になし。

では、これはよろしいですか。 

○飯田議会事務局次長 第２項の、「議長が速や

かに対応するものとする」というところなんです

けれども、「対応」という意味が、即開催をする

ということなのか、あるいは市長と調整した結果、

結果的に開かないこともあるということを想定し
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ていくのかというので言い回しが違ってくるかと

思いますし、もし「対応」という言葉のままです

と、逐条解説の方にその旨をきちんと書いておか

ないと、ちょっと誤解を生むところはあるかなと

思っております。 

○森戸座長 打合せの中では、１項と２項を合体

させるという話もあったんですが、これは分けて

出てきているんですが、「速やかに対応する」と

いうのは、何人かで議長に要請すると。議長はそ

れを受けて市長と協議をするわけですが、開くか

どうかの判断は市長の権限になっていかざるを得

ないと思っていまして、そういう意味で議長が速

やかに調整をするということなのかな。もしくは、

議長が必要と判断した場合は、会派代表者会議を

開いて、会派の中で協議をして、全会派が一致し

て市長に全員協議会を開いた方がいいという申出

をした場合には、議長にそのことを一任するとい

うこともあるのかなと思います。ただ、議長の勝

手な判断ではなかなかそれはできないということ

です。そこまではできない。 

 １項についてはよろしいですか。では、これは

確認されたものとして第１班に送らせていただき

ます。さっきのハンドブックの方も調整をお願い

したい。 

 たたき台の第２項を削除するということは、こ

れはよろしいですか。それも確認いたしました。 

 次に、第３項です。ちょっと言い回しが変わっ

ているところがあるのと、先ほど申し上げたこと

がありますけれども、いかがでしょうか。あとは

開催請求、議長の判断としてどのようにしていく

のか。 

○五十嵐議員 最初のたたき台の方の各会派の意

見集約用紙、改革連合から、開催要求議員数を明

示すべきだと書いてありまして、一つは、条文で

はなくて逐条解説という言い方があるんですけれ

ども、逐条解説でいいのかという感じがちょっと

するんです。それが一つです。逐条解説で、かな

り数なり、何分の１という数を明示するというか、

言っていくのはどうなのかなというのが一つ引っ

かかるところなんです。 

 それからもう一つ、さっき３分の１か４分の１

かという話がありましたけれども、確かに臨時会

のあれは４分の１で、委員会条例の方は３分の１

というような規定があるんですけれども、これは

どっちに合わせた方がいいのかというのが、ここ

は議論のしどころかなと思っていまして、どちら

に合わせるにしても根拠をはっきりさせないとい

けないかなと思っているんです。私の意見として

は、逐条解説に何分の１とか載せるんだったら、

条文に載せてもいいのかなという気もしていまし

て、それからもう一つ、３項と関係するんですけ

れども、「別に定める」という言い方が、こっち

の方にかかってくるのかなという、そちらもどう

解釈していいのかと思っているんですけれども、

「別に定める」といったときに、それが逐条解説

のことなのか、更にまた別に要綱みたいなものが

あるのか。要綱なら要綱でもいいような気がする

んですけれども、逐条解説というのはちょっと弱

いような気がしますという意見です。 

○飯田議会事務局次長 ただいまの五十嵐議員の

お話でございますけれども、こちらの第３項の

「別に定める」と書いた場合は、別の条例ですと

か要綱、要領あるいは申合せ事項等に定めていか

なければならないという形になると思います。逐

条解説での解説というのはあくまで解説であって、

３分の１とか４分の１というようなことを規定す

るのであれば、別に定めを作らなければならない

ということになると思います。 

○森戸座長 要綱でもう少しいろいろと書いてい

くのかなとは思うんですけれども。今、五十嵐議

員からは、何分の１とかいう規定をどうするかと

いうことと、そうした場合にその根拠をどう考え

るかということです。条文に載せるか、それとも

条文に載せなければ、逐条解説ではなく別の形に
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すべきではないかという、この３点だったと思い

ます。 

○斎藤議員 ほかの条項にも多分「別に定めるも

の」ということは出てきますよね。ですから、そ

れは要綱なり規則なりを別に定めなければいけな

いものですから、そこに入れればいいものであっ

て、逐条解説、今、次長から説明があったように、

私もそこで規定するというものではないと思って

います。ですから、要綱なり規則なり、どっちみ

ち作らなければいけないんですから、そこに定め

ればいいと思います。 

○森戸座長 要綱で定めるということでいかがで

しょうか。よろしいですか。では、要綱で定めて

いくということで、そうしますと、どのぐらいの

人数で開催請求した場合に議長が動けるのかとい

うことなんですが。 

○斎藤議員 ハードルを高くする必要はないので、

４分の１でもいいし、一致すればもっと、６分の

１でもいいのではないかと思うんですが、今のと

ころ４分の１ぐらいなのではないですか。それ以

上の議論になると議会運営委員会ということにな

るかと思います。 

○五十嵐議員 私はそういう考え方ではなくて、

３分の１なのか、４分の１なのかと、もう少し理

由をちゃんと説明すべきだと思うんです。ハード

ルを高くするとかしないとかいうことではなくて、

しかも開催請求するなり、それに対して対応する

ということになれば、それなりにどこかで時間を

使って対応を考えなければいけないわけですから、

低ければいいというものでもないような気もしま

すので、３分の１、４分の１という自治法上なり

規則、法律の方であるわけだから、それは根拠を

調べるべきかなと思うんです。 

○飯田議会事務局次長 正副打合せの方でも申し

上げたことなんですが、全員協議会の規定につき

ましては、大体多くの市が規定自体がないという

ことをご紹介させていただきたいと思います。全

員協議会の規定がないのが、多摩市、調布市、東

村山市、小平市、八王子市、会津若松市、栗山町

という形で、そういった形で規定がないところが

ほとんどだということをご紹介させていただきた

いと思います。 

 あと、今、議員からの開催請求につきましては、

議会基本条例の方で全員協議会の条文を設けてい

て、かつ要綱ですとか規定を設けている市という

のを何市か見たところでございますが、いずれの

市も議員から請求をしてというのは規定がござい

ませんでした。恐らくそういった規定を設けずに、

事実上そういったことで議長にお話しして、議長

が判断してというのはあるのかもしれませんけれ

ども、規定にまで設けている市は今のところ、２、

３市見たんですが、ございませんでした。以上、

ご紹介で申し上げました。 

○森戸座長 ありがとうございます。 

○斎藤議員 これは市長が説明すると言えば、議

会は拒むものではないはずなんですよね。その中

身で、この中で議決するものではないわけですよ。

ですから、次長が述べられた条件よりもハードル

を高くする必要がないというのはそのことであっ

て、これから条例に定めれば正式な会議というこ

とになるかとは思うんですが、議会基本条例のみ

に規定されている準公式な議会ということで、私

は自治法上以上の高いハードルは求めるものでは

なくて、合意ができれば、議会の中で６分の１で

も８分の１でも、条例提案は８分の１でできるわ

けですから、そういう意味でハードルを高める必

要はないということです。 

○白井議員 これに関しては、場合によっては議

会運営委員会で議論していくことなのかなという

ところもあるんですけれども、これに関して私の

意見としては、４分の１でいいのではないかと思

っています。ハードルが高い、低いというのは人

それぞれの捉え方なので、低いと思う方もいれば、

高いと思う方もいらっしゃると思いますが、そも
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そもそれで請求した場合に、この条文の案にもあ

りますように、請求して必ず開催しないといけな

いわけではありませんから、結局内容を精査して、

ある意味、議長と市長でその内容によって調整し

て開催するかどうかを決めるということですから、

請求を上げることに関してはそんなに高いハード

ルを設ける必要はないのかなと思っております。 

○森戸座長 ４分の１でどうかと。白井議員のお

っしゃるように、４分の１で提案したからといっ

て開会できるものではないということなんですよ

ね。それは市長と議長との調整がどうしても必要

になってくるしということなんですよね。議員提

案は８分の１（不規則発言あり）ごめんなさい、

議員提案は12分の１、開催請求は４分の１、委員

会の開催請求が３分の１（「委員定数」と呼ぶ者

あり）委員定数の３分の１。 

○加藤議会事務局長 今、率をというお話になっ

ていると思うんですけれども、今までの小金井市

議会の全員協議会の開催の実態はどうだったかと

いうのを振り返りますと、今の時点では、先ほど

次長の方からご紹介をさせていただきましたハン

ドブックの中に、「開催の判断及び部局への出席

については議長に一任することとする」という形

になっていて、それが変な話、１人か多数かとい

うのにかかわらず、開催の判断は議長に一任とい

うことで、今までの流れですと、会派代表者会議

であるだとか、そういう中でこれは必要ではない

かという話が多分出てきて、それを市長の方に調

整をして、時として全員協議会になる場合もあり

ますし、また、先の条文の協議の中でもありまし

た市長報告、これで市長の方が報告をするという

形になるというような調整を多分されてきたので

はないかと思います。 

 先ほど次長の方から紹介させていただいた他市

の例で言いますと、全く規定されていないところ

と、規定の定めのあるところとして、要綱もしく

は規定の中に別途定めているというところ、また、

先般、議会運営委員会で視察に行きました塩尻市

などでは、全員協議会を開催するという条文があ

って、第２項の中に「議長が必要と認めるときは

全員協議会を開催することができる」という、そ

ういううたい方を、大体今、言った三つのパター

ンに分類できます。もし４分の１とか何分の１と

いうのをどうしても入れるということであれば、

入れ方としては、私としても別に定める要綱なり

規定の中に入れるということになると思うんです

けれども、その辺の今までの開催の実態等から考

えて、どのような形で全員協議会を開くと流れで

きているのかというところも少しご考慮に入れて

いただいた方が、逆に今度、何分の１ということ

になると、それより少ない数になると、そもそも

そういう声すらも上げられないのかということも

もしかしたら足かせになることもあり得るかなと

いうのもありますので、その辺のところもご協議

をいただければと、参考までに。 

○森戸座長 これまででは、多分私の記憶が間違

っていなければなんですが、例えば区画整理の事

業内容が変わるといった場合だとか、再開発事業

の中身が変更されるとか、そういう場合に、それ

は委員会ではなくて全体の問題なので、全員協議

会を開催してほしいという議員サイドからの要請

を市長にするということがあったわけです。それ

はあくまでも議員それぞれが市長にするというこ

とで、ルール化は全然なかったので、それぞれの

判断でみたいな形になっていたので、そういうこ

とからすると、しっかりルール化して議会として

の動きを機敏にできるようにした方がいいのかな

ということだと思うんですよね。 

 ４分の１の根拠とか、３分の１の根拠となると、

地方自治法そのものの成り立ちがなぜそうなって

いるのかということにも深めていかないといけな

いのかなというのもあるので、例えば会派代表者

会議でいえば、二つの会派が欠席をした場合は会

派代表者会議は成り立たない、成立しないという
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判断とかあるわけです。だから、そういう意味で、

例えば２会派以上、複数会派以上の請求があった

場合はという言い方もできるのかなということだ

と思うんですけれども。 

 今日、結論を出すわけではないので、自由に皆

さんの方で議論していただいて、最初は意見集約

用紙で持ち帰っていただいて判断するということ

になると思います。 

○白井議員 意見だけ述べておきます。何分の何

とかいうのは要綱に記載する形でいいと思ってい

ます。場合によっては逐条解説で触れてもいいと

思うんですが、基本的には要綱でいいと。ここの

条文に関しては、「速やかに対応する」というの

が、さっき述べられたようにあやふやな意味合い

として捉えられてしまうおそれもあると思います

ので、今の何分の何ということもありまして、結

局議長が適切に判断するという形になると思いま

すので、「議長は、議員が全員協議会の開催を請

求した場合は、その必要性を判断し対応するもの

とする」というような条文にしてはいかがかなと

いうことだけ意見を述べさせていただきます。 

○森戸座長 ということは、議長が必要性を判断

して対応するということですかね。 

○白井議員 細かいことは切りがないので、それ

は意味合いとしては、市長と調整した上で判断す

るという意味も含めているつもりです。 

○五十嵐議員 委員会条例の３分の１というのは、

３分の１のものから審査すべき条件を付して招集

の請求があったときは招集しなければならないと

いうことで、３分の１の場合はしなければいけな

いという規定ですよね。だけど今回の提案の座長

の説明ですと、会派代表者会議を開くなりして、

そこで判断をするという説明がありましたよね。

だから、議長と市長との判断とか、いろいろ言い

方があるんですけれども、その請求要件と開催要

件がどうも違うのかなと思っていて、私が最初に

この条文を見て思ったのは、むしろちょっと委員

会条例に近いイメージを持ったので、これが対応

するものとするというところの意味が、会派代表

者会議を開いてなりして、そこでまた判断すると

いうもう一つのことがあるのであれば、そういう

実態の中で何分の１なのかなという判断をしたい

と思うんですけれども、そこをどう捉えていいの

かというのが最初からあったので、根拠をちゃん

とという言い方をしたんですけれども、そこを共

通認識にした方がいいような気がします。 

○斎藤議員 地方自治法でいえば、そこで議会の

権能で決められたことであれば、市長に対しても

それはある意味強制力が働くわけですけれども、

議会基本条例というのは議会だけのことですよね。

ここで決めたことが、市長に請求したときに、市

長は議会基本条例にのっとって行動しなければな

らないということではないと思うんですよ。です

から、市長の行動までは制限できるものではない

んですが、少なくとも議長に対して対応させる。

ですから、成立条件を何分の１という形で決めた

とすれば、それに基づいて議長は必ずそのとおり

動かなければいけないという形でなければおかし

いですよね。その結果、市長と対応したときに、

市長はそれは拒否するということもあって、それ

以上先は議会基本条例が効力を発揮しないという

こともあるのかもしれませんけれども、先ほど座

長がおっしゃった、ここで開催請求をした後に議

長が会派代表者会議で協議するというのは、私は

それはないと思っています。ここで４分の１なり、

８分の１なり、12分の１で決まったことは、議長

はもうそれは動かなければいけないということな

んだろうと私は思っています。 

○小林議員 私も、斎藤議員が今、言われた内容

を受けて考えると、実際は議長がお話を受けたら、

会派等で話をされるということになると、局長も

先ほど言われたように、人数を定めることが本当

に意味があるのかということです。形式的なもの

になるのであれば、議長がそれに対して動き出す
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という部分で押さえておくことが実態に即してい

るのではないかということを今の時点では考えま

した。 

○森戸座長 私の説明が不足していたら申し訳な

いんですけれども、一定の議員の人数で議長に申

し入れると。しかし、申し入れた以外の議員はそ

のことを全く知らないで議長が市長に申し入れる

ということは、ちょっとあり得ないのかなと。要

件を満たしていれば、それは速やかに対応するわ

けですけれども、その上でも丁寧に議長が、会派

代表者会議で一定数以上の賛同を得て開催請求が

来ているので、議長としては動きたいということ

を発言をされて、そこで確認をし、動くというこ

とはあるのかなという意味なんです。全体が知ら

ないといけないということと、議長が勝手な判断

で動くということは、全員協議会というのは全体

に関わる問題なので、できる限り避けた方がいい

のかなという意味で、会派代表者会議などでとい

うことを申し上げたんです。要らないではないか

と言われると、そうかもしれないんだけれども、

その辺りはどうなんですかね。丁寧にという意味

で、会派代表者会議というのを、報告すると、そ

こでだめだと言われたからということではなくて、

やりますよということぐらいは伝えるのはあって

もいいのかなと。 

○片山議員 実際、動きやすい形を考えるとすれ

ば、会派代表者会議という丁寧な場というのも必

要ですけれども、例えば複数会派とかからの申出

があった場合に各会派に確認をするというような

感じですか。議長が一応確認していただくという

ぐらいで動くというようなことを想定できないか

なとは思っているところです。 

○森戸座長 そういう意味では４分の１でも、４

分の１は請求することができるなんですよね。五

十嵐議員がおっしゃるように、委員会規定は開催

請求があったら開催しなければならないという義

務規定ということからすれば、開催できる規定で

も。 

○五十嵐議員 会派代表者会議なのかどうなのか

はともかく、私は一定の人数の方から請求があっ

て、議長がそれを受けて、ほかの会派の方にこう

いう請求があるということも含めて一旦そこで説

明するなりして、それで次の段階に行くという手

続は現実的だろうと思いますし、そうしないとほ

かの会派の方から、少数の方から出てすぐ開きま

すという話になると、多分ほかの会派からいろい

ろ苦情も出る可能性もありますので、現実的には

そのように運ぶべきだろうと、運ぶようにしてい

ただくべきだろうと思うんです。 

 もう少し言うと、ただ単に説明ではなくて、そ

れは全員協議会を開くべきだという一定の会派の

賛同というのは必要なのではないかと思うんです。

今回の場合、特に全員協議会は公開で行われるわ

けですから、そこにはかなりの時間とお金もかけ

てやるわけですから、それはごく少数の人たちの

あれで全部そうなっていくということにはならな

いのではないかと思っていまして、一定程度の開

催までの賛同というか同意というのは私はあって

しかるべきだろうと思うんです。それが大体３分

の１か４分の１ぐらいでもいいのではないかとは

思いますけれども、だから請求そのものは逆に言

うともう少しハードルが低くても構わないと思い

ますけれども、実現に至るまでには、そういう合

意形成というのはしていくべきではないかと私は

思います。 

○森戸座長 会派の中でしていくべきだというこ

とですね。 

○斎藤議員 実際に全員協議会を開くときに、今

までのケースも含めて言えば、例えば議員が市長

に対してこれに関しては全員協議会で説明してく

ださいという形で、市長自ら、今回の４月11日も

多分そうだと思うんです。議会の中で人数を数え

ているだけでなくて、議員の中から声が出れば、

では開きましょうという話になるわけです。今後
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もそうだと思います。それから、議長が必要だと

思って開催することもあると思います。ただ、今、

この条文が適用されるときには、ある程度必要な

いとか、必要あるとか、少し対立するときを想定

せざるを得ないんです。ですから、その形で言え

ば、何分の１にするかは別として、議員から要求

が出た場合には何分の１ということを明確に定め

る必要があって、それで定めた以上は議長は少な

くともそのとおり動かなければいけないというこ

となんだと私は思っているんですよね。ですから、

あとこの部分で意見交換は必要だと思いますけれ

ども、これから先になると、ここの話ではなくて、

議会運営委員会の中で議会改革の中での議論にな

っていくのではないかと思います。 

○森戸座長 ということで斎藤議員からはご意見

を頂いたんですが。 

○水上議員 全員協議会については、共産党とし

ては何度か全員協議会を開いてくれという要求は、

市長に申し入れたりとか、会派代表者会議の中で

発言したりということがあったんですが、これは

ルール化されていないから、市長の判断であると

か、議長の判断であるとか、会派代表者会議の中

で全体の一致があるかどうかという形で処理され

てきたと思うんです。なかなか僕らが申し入れた

ことがすぐに実現するということにはならなくて、

だから、そういう申入れがあったときの扱うルー

ルというのは、今までと違って、全員協議会が議

会基本条例の中にきちんと正式な会議として明記

されるわけですよね。そうなったときにある程度

ルール化する必要があるのではないかと思うんで

す。「速やかに対応するものとする」というのは、

開催しなければいけないということではなくて、

議長が市長と協議をするとかいうことですよね。

だから、数を決めるということになると、地方自

治法で決まっているということもあって、４分の

１ということだったら、それも一つかなとは思う

んですけれども、なるべく一定の議員から申出が

あったときに速やかな対応をすると。つまり、そ

れは市長との調整を含めて行っていくわけだから、

そういうことについて行っていくルールというの

は明文化しておく必要があるのではないかと僕は

思うんです。その辺が、会派代表者会議で議論し

て決めるということになってくると、今までと同

じことになるので、それはルール化ということに

はならないので、ある一定の申出があったときに

は速やかに議長がその対応をすると、そういう定

めをすべきだと思うんです。ただ、それを各会派

に説明もしないまま手続をするというわけにもい

かないので、僕は会派代表者会議をわざわざ招集

するよりも、幹事長に連絡するとか、そういうこ

とで全体に知らせた上で対応していくとすればい

いと思うんです。その先、開催されるかどうかと

いうのは分からないわけだけれども、そういう意

見があったということで動いていただくというこ

との規定は是非作っていただきたいと思います。 

○森戸座長 今、新たな提案で、一定の開催請求

要件が満たされれば、議長は各会派の幹事長にこ

ういうことで開催請求がありましたという連絡だ

けはするというやり方もあるのではないかという

ことです。 

○小林議員 今、３人の方の意見を聞いていても、

結局会派がそれを確認するのか、協議をするのか

ということを持ち帰るなら持ち帰って考えてこな

ければいけないと思っているんです。確認だった

ら、今、水上議員がご提案のような方法もとり得

るかなと思うんですけれども、協議をするかどう

か。前々回の五十嵐議員のご発言のように、ここ

で定めた人数が、要求の人数なのか、開催の人数

なのかというのは、それは確認なのか、協議のス

タートなのかで視点が変わってくると思うので、

そこは会派をどう使うつもりなのかというのを決

めないとまずいのかなとは感じています。 

○森戸座長 今、開催請求要件か……。 

○小林議員 要は、開催をしてくれと、協議をし
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てくれという申出なのか、その人数に達したら議

長はもう受けるしかないということなのかという

ことですよね。 

○森戸座長 だから、開催要求、ややこしいけれ

ども、何人か集まったら議長は動かなければいけ

ないということなんですよね。 

○小林議員 その動くのが、会派は確認の場であ

ったりとか、それだったら幹事長に電話するだけ

でいいということになると、要求と言いながら…

…。 

○森戸座長 開催の方向で動いているということ

になるということですね。 

○小林議員 ということになってしまいますから、

議長があってないような感じになってしまうので。

ただ、全く何もないと、議長はどういうさじ加減

で決めたのかということにもなってしまうので、

ある程度、何人かの平場の中で協議をしていく必

要があるかとは思っているんですけれども。 

○森戸座長 そうですね。その辺りはどう捉える

かですよね。 

○宮下議員 今、現実行っていることを議会基本

条例にうたっていこうというのが基本ベースで、

みんなが合意できれば当然ちゃんとした改革的な

形で規定するのはいいとしても、それを考えると、

現実的にどう行っているのかということを斎藤議

員も五十嵐議員もおっしゃっている中で、今、考

えていたんですけれども、今は結構、議長が幹事

長みんなに声をかけて、やるよとかいうのでやっ

ているのもあるのかなと思うと、そうすると、こ

こで余りがちっと規定するのも、もちろんいいで

すよ、改革的な話で合意できればいいんですけれ

ども、どうなのかなと今、思いながら聞いていた

んですけれども。 

○鈴木議員 いろいろ皆さんの考えを聞いていて

思うところはあるんですが、一つは、現状の運用

に即した形でどう整理するのかということが一つ。

それ以外、そこから踏み出していくのであれば、

恐らく斎藤議員が先ほどおっしゃったように、議

会改革の取組で別のところでやるのがいいのかと

いう、入口のところが二つあるのかなと思ってい

るんです。ただ、現状の運用、今の宮下議員の言

葉のとおりだと思っていて、柔軟な運用、議長の

裁量の中でとか、そういう中での柔軟な運用が認

められている方がいいのかどうかということも含

めて、その上で現状の運用をどう形にしていくか

という整理の仕方なのかなと思っているんです。

だから、実際に全員協議会が開かれるときの状況

を考えたときに、どういう形で定めていくのが、

私たちも開催要求しやすい、議長も受けやすい形

に整理して、今の運用はそういう形になっている

と思っているので、そこを整理できればいいとい

う考えなんです。そういう意味では、数を規定す

るのが果たしていいかどうかについては疑問があ

ります。 

○中山議員 私も宮下議員と同じ意見なんですけ

れども、ここでこれからの開催についてどうやっ

ていくかという議論まで含めてしまうと、結局議

会改革の一環になってしまって、まとまらないと

思うんです。絶対にまとまらないと思うんですよ。

ですから、現状をどう捉えてまとめていくかとい

うことに私も同じ意見ですし、それから、ここで

具体的に明記することがどうなのかということに

ついては、議会ハンドブックですとか、いろいろ

な諸規定、今までの慣例とかあるので、明日から

いきなりこうしようということにはならないと思

うんですよ。ですから、私はそういう今までの慣

例とドキュメントで、ある一定、運用については

担保されているのかなと思っていますので、私は

あえてややこしくしなくても、シンプルに、正副

座長案でどんといけばいいのではないかというの

が、個人的な意見ではありますが、これは皆さん

の意見もありますので、そこは尊重していきたい

と思っています。 

○板倉議員 委員会の開催請求と本会議の開催請
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求というのが地方自治法などにもうたわれていて、

先ほども発言がありましたように、一定数の要求

を満たせば開催しなければならないとなっている

わけです。先ほど水上議員も言われましたように、

全員協議会の場合には、現状では、一定の会派か

ら開いてほしいという申入れがあった場合に、議

長が会派代表者会議などで相談しながら、市長と

相談しながら開くかどうかという判断をしていく

わけです。全員協議会についても、委員会や本会

議と同じように、一定の要求を満たせば議長が市

長に開催をするように要請をしていくというルー

ルというものはあった方がいいだろうと思ってい

るんです。現行は、全員協議会というものが最終

的には議長の判断に委ねられているというところ

があって、そこは一定のルール化をしておいて、

一定の要求を満たしたならば議長が市長に開催を

求めるという規定が必要ではないかと思うんです

よ。その点、ご意見を伺いたいと思うんです。 

○片山議員 板倉議員に確認したいんですけれど

も、本会議というのが地方自治法では請求できる

ようになっているんですけれども、委員会条例は

小金井市が作ったもので、先ほど言ったように開

催するという話ではあるんですけれども、本会議

の方が開催できるのか、請求だけなのかというと

ころのあれかもしれないんです。 

○中山議員 僕も実は意見を先ほど申し上げる前

に、板倉議員と同じような疑問というか、点につ

いても考えてはいたんですが、それについては、

議長というのは公正中立であるべきですし、例え

ば自分の考え方は置いておいて、議会の中でどう

あるべきかということは考えて、歴代の議長もそ

のようにやってこられたと思います。例えば議長

が議会の中で暴走しだして、こんなの必要ないと

かやりだすと、それは議長不信任につながるわけ

で、いろんな諸手続というのは、規定としては現

状は整っているのかなと思っていまして、そこの

運用上、問題はないのかなとは考えております。

それは僕の個人的な意見ではあります。 

○森戸座長 ちょっと休憩します。 

午前11時05分休憩 

                  

午前11時22分開議 

○森戸座長 お時間をとらせていただきまして、

ありがとうございました。では、再開いたします。 

 先ほどあった臨時会の開催請求の件なんですが、

この条文では、地方自治法第101条第３項は、４

分の１以上の者は臨時会の招集を請求することが

できるということであります。請求したときに、

市長は招集しなければならないとはなっていませ

ん。あくまでも招集することができるということ

で、市長が招集しないときには、議長に招集権が

付与され、議長は招集をしなければならないとい

うことが地方自治法第101条第６項でうたわれて

います。これは地方自治法の改定の一つの大きな

目玉だったかなと思っていまして、そういう解釈

だと思いますので、そこはご理解をいただければ

と思います。 

 今、議論をしてきました。第２項については各

会派持ち帰っていただきたいと思います。問題は、

議長がどう対応するかというところにかかってい

ます。この間、この協議の中で出ている意見は４

点です。一つは、例えば４分の１以上の開催請求

があった場合には、議長はそのまま判断をして市

長に申入れをするなり対応するというやり方。二

つ目には、会派代表者会議を議長が開催し、一定

以上の開催の同意が得られれば議長は市長に開催

請求をすると。３点目は、議長は会派代表者会議

を開き、これだけの開催の請求があったので開催

するという報告、確認のみにする。それから４点

目には、会派代表者会議を開かず、何名の請求が

あったということを各会派の幹事長に知らせるだ

けで良いではないかという、この４項目かなと思

っています。そういうことでよろしいですかね。

もう少し意見を言いたいということがあれば。 
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○斎藤議員 意見なんですけれども、ここで４分

の１が各派の開催条件となってしまいますと、ほ

かのことにも影響してしまうのではないかと思い

まして、私は議長が動く前提としての条件として

４分の１となっていた方がいいと思います。それ

プラス、第１項で、これは市長が議会に意見を聞

きたい場合、要するに開催をする主体が市長であ

って、第２項は議員がとなっていますよね。それ

プラス、議長が必要と判断した場合というものも、

入れ方は別として、どこかにあった方がいいのか

なと思います。 

○水上議員 幹事長の報告という話をしたんです

けれども、数だけ請求があったという結果だけ伝

えるということではないと思うんですよ。その趣

旨であるとか、そういう中身も含めて報告すると

いうことと、幹事長にという話をしているのは、

機敏に対応してもらうということが大事だと思う

ので、もし会派代表者会議が開かれる日程があっ

て、そこで報告できるんだったら、それにこした

ことはないので、だから何らかの報告をするとい

う形で理解してもらった方がいいのではないかと

思うんです。会派代表者会議にこだわらずに各会

派全体に伝わるような手だてをとるというような

ことで、幹事長にと、そこだけに決めてしまうと

いうことではないという趣旨だということです。 

○森戸座長 それでは、今、いろいろご意見を頂

きまして、第２項は集約用紙を作って議論してい

くということでよろしいですか。もう一回申し上

げます。第２項については、今、それぞれの皆さ

んからご提案があったことについて集約意見用紙

をまとめますので、その中でまた議論をしていく

ということでよろしいですか。では、そのように

確認をさせていただきます。 

 次に、たたき台の第４項ですが、先ほども申し

上げましたように、第５条でこれはうたっている

ので削ってもよろしいのではないかということで、

これは確認させていただいてよろしいでしょうか。

では、それは確認をさせていただきます。 

 第５項は、要綱を作るということは、これはい

かがですか。斎藤議員も必要とおっしゃったし、

五十嵐議員も必要ということで。これは要綱を定

めていくということでよろしいでしょうか。 

 それでは、第11条については終わりたいと思い

ます。 

 次に、第12条に入っていきます。第12条は非常

に重要な項でありまして、議会の議決事項の追加

であります。地方自治法が改定をされ、第96条は、

議会の議決というのは制限列挙されているという

ことなんですが、第96条第２項で議決権が拡大さ

れています。これは法定受託事務も含めて議決権

は拡大されているわけです。非常に議会の重要な

役割ということもありますので、ここは次長から

議決権の問題について説明をしていただければと

思っております。事前に正副座長でお願いしてあ

りますので、よろしくお願いいたします。 

○飯田議会事務局次長 議決ですけれども、議決

といいますのは個々の議員の評決の終結として、

合議体として形成された議会の意思決定というこ

とが議決ということでございます。議決事件の追

加でございますけれども、地方議会の権能を強化

するため必要と認められる案件を条例で追加する

ことができると規定されております。平成23年の

地方自治法の改正によりまして、今、座長の方か

らご案内がございましたように、法定受託事務に

係る事件についても、国の安全に関すること、そ

の他の事由により議会の議決すべきものが適当で

ないもの以外は条例で議会の議決事件として定め

ることができるという形に拡大になっております。 

 一方、これまで地方自治法第２条第４項で、基

本構想について議決が必要だったわけでございま

すけれども、こちらが削除されているという経過

がございます。ですので、そういったことを踏ま

えて、基本構想などについて議決事件として加え

ている市が何市かございます。 
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 それから、あと１点、資料につきましてはコン

メンタールの写しをお配りしております。 

 それから、こちらの計画一覧ということで、基

本構想などについて議決事件として加えている市

が多いということでございまして、参考資料とし

て、小金井市の基本構想の関係の計画一覧という

ことでお出ししております。 

 それともう１点でございますけれども、市議会

の方で第96条の関係で議決事件として加えている

ものがございます。こちらの例規集の95ページ、

小金井市職員の定数に関し地方自治法第96条第２

項の規定に基づく議決事項指定に関する条例とい

うのがございます。こちらにつきましては、かな

り昔、昭和30年、40年の初めぐらいまでにあった

定数外職員、こちらは正規職員ではないんですけ

れども、フルタイムで働いていた職員というのが

ございました。こちらの職員につきましては、希

望すれば共済組合にも入れていたということでご

ざいました。そういった職員が定数外でいたため

に、そういう職員を市長が増やしていくというよ

うなことを防ぐために議決事項として加えたとい

うことで、こちらの条例が昭和24年に制定され、

最終的な改正は昭和33年ということで、こちらの

条例は残っております。しかし実態としてそうい

った職員はおりませんし、こちらを廃止した方が

いいのではないかということでご意見を頂いてい

るといったことが経過としてございますので、ご

報告いたします。 

○森戸座長 ということであります。今日の資料

のコンメンタール地方自治法の124ページ、３枚

目の裏です。条例による議決事件の追加というこ

とで説明が書かれております。一般的に本条１項

による議会の議決事項は制限列挙と解されている

が、２項は地方公共団体に関する事件につき条例

によって議会が自らの判断で議決事項を追加する

ことを認めている。地方分権改革において地方議

会の機能強化が唱えられ、地方議会の活性化の一

環として本項の規定を活用することが要請された。

近時の議会においては、これに呼応して基本計画

を含む重要な計画を議決対象にするなど、積極的

な動きが見られるところであるということであり

ます。 

 その後半部分には、先ほど申し上げた法定受託

事務について追加はできないということになって

いましたが、先ほど次長が説明されたような、例

外規定はありますけれども、議決事項として追加

することができるようになったということになっ

ています。 

 例えば、栗山町議会などは議決事項の追加の中

に、基本構想及び総合計画、都市計画マスタープ

ラン、住宅マスタープラン、高齢者保健福祉計画、

介護保険事業計画、次世代育成支援行動計画、こ

れらを盛り込んでいます。ただ、先ほども説明が

ありましたけれども、他の市議会は基本構想と基

本計画というところが多いのかなということなん

です。 

 小金井市議会としてどのようにしていくのかと

いうことを議論していく必要があるかなと思って

いるんですが、現状は、地方自治法の改定で、基

本構想、基本計画は議決事項から外されたんです。

しかし、今回の第６期基本構想は議決をしたんで

す。外されましたけれども、議会が議決をしたん

です。今後これをどうするかということはありま

す。同時に、しあわせプランで計画の一覧を事務

局から提出していただきました。これだけ46項目

のプラン、計画があるわけですけれども、議会と

してどこまでこの計画に関与していくのかという

ことです。地方自治法が改定されて、先ほど言っ

たように積極的に盛り込まれていると書いてある

んですが、実態はそんなに計画だとか含めて新た

な議決事項の追加をしているところは少ないわけ

です。小金井市議会としてどうあるべきなのかと

いうことをきちんと議論していくことは必要なの

かなということです。 
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 その上で考えなければいけないのは、直接民主

主義としての市民参加というのは、各分野ごとに

かなり発展をし、公募市民含めて計画策定に市民

の声は反映されつつありますが、しかしその計画

が出てきても、間接民主主義の市民代表である議

会の声というのは反映する場というのがなかなか

ないですよね。計画が策定される段階で議会の意

見も入れてほしいといって、入れ込んでくれる部

署もあれば、そうではないところもあったりする

のかなというのもあって、最終的に議会が一定の

議論をし、最終の計画としてまとめていくという

ことがあってもいいのではないかと個人的には思

うところがあります。その点では、例えば10年間

のスパンの計画などは、かなり議会でも議論し、

反映させるということが必要なのではないかと思

うところもあって、その辺り、皆さんのご意見は

どうなのかなと思います。問題提起として投げ掛

けたいと思っています。条文で作るとしたら、先

ほどの第12条の文言に、「次に定めるものとす

る」ということで述べられている後に、（１）、

（２）、（３）という形で付け加えていく形にな

るのかなということになります。 

 この点については、たたき台の各会派の意見集

約の中では、旧みどり市民ネットと共産党からは

議決に加えた方が良いということでありました。

ほかの会派の皆さんは原案了承ということです。

議決事項を追加する余地がある文言を逐条解説に

盛り込んだらどうかというのは委員長コメントと

してあるということです。説明が長くなったんで

すが、以上です。 

○板倉議員 事務局に伺いたいんですけれども、

議決事項というのは条例に明記しなければいけな

いんでしょうか。それとも規則みたいな形で委ね

ることはできないんでしょうか。 

○飯田議会事務局次長 議会基本条例に必ずしも

規定しなくても、ほかの条例で規定するという形

で、いずれにしても議会基本条例か別途の条例、

とにかく条例で規定はしなければならないという

ことになります。 

 併せてご紹介したいんですが、他市の議決事件

の拡大についての条文をご紹介させていただきた

いと思います。まず１点は、地方自治法第96条第

２項に基づき、こういった事件について追加する

と書いたものが、八王子市、調布市、流山市、小

平市の例でございます。それから、特に議会基本

条例には規定しなくて、別の条例で定めますとい

う書き方にとどめている市、これが多摩市、あと

遠いんですけれども岡山市などがございました。

それから、もう一つは立川市の例なんですけれど

も、市政の運営について最も適切な決定をするた

めに、議決事件の拡大について検討していきます

といううたい方が立川市で、あと、全く議決事件

の拡大について規定がされていない、全くこうい

った条文が盛り込まれていない市というのが、会

津若松市、東村山市ということでございました。

そういった形で、様々な市のパターンがございま

して、特に会津若松市や東村山市につきましては、

自治法上そういった規定がもともとあるので、あ

えてうたわなかったのかなと考えております。 

○斎藤議員 座長のお考えをお聞きしたいんです

けれども、12条で、これをこの場で協議する上で、

第２項の項目について協議をしていくのか。今、

次長から説明があったように、どういう項目があ

るかは別として、議会基本条例に織り込むのか、

別の条例で指定していくのかと、そういう協議、

どちらのことを求められているのかなと思いまし

て、条例の形式のことを言っているのか、追加す

る内容についてこれから協議しようという話なの

か。そこを教えていただけますか。 

○森戸座長 両方なんです。議決権の拡大に何か

を加えていくのかどうかということも含めて協議

をしていく必要があるかなと。それは、その条文

上どうするのか。ここで加えるのか。それとも加

えない形で、先ほど言われた立川市のような形に
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して、あとは他の条例で作っていくということに

するのか。その辺りだと思うんですよね。まず、

第96条第２項の議決権の拡大はうたうのか、うた

わないのか。そこから入っておいた方がいいのか

なと。 

○五十嵐議員 うたうのか、うたわないのかとい

うことは、第12条そのものが必要かどうかという

意味ですか。（「そうです」と呼ぶ者あり）一応

第12条に関しては、前回までのたたき台で原案了

承ということで改革連合としては言っているので、

うたうのは私はいいのではないかと思っているん

です。ただ、今、現状は基本構想だけということ

になりますかね。基本構想は載せていくのかなと。

ただ、次に何をやるのか。例えば都市計画マスタ

ープランを載せるのかどうなのかということに関

しては、これは議会運営委員会の話合いになるの

かなと思っていまして、ここの段階では現状のと

ころを載せていけば、あとは文言の何か訂正があ

ればぐらいの話かなと思っているんですけれども。 

○森戸座長 どうしますか。何を載せるかまでや

るかどうかというと、ちょっと時間がかかります

よね。現状は、基本構想まではこれまで議決をし

てきたわけです。そこをどうするかなんですけれ

ども、でもそれはここの議論にならないのかな。 

○五十嵐議員 一応ここの条例の策定に関しては、

現状をまず前提としてというのがありますので、

ここで議決事項の追加というのを載せていますの

で、しかも実態として基本構想をやっていますの

で、ここまでは載せるのが現実に即したやり方な

のかなと私は思います。 

○森戸座長 現状は、この議決事項の拡大は条文

に載せるということでよろしいんでしょうか。い

いですか。載せる場合に、さっきも言ったように、

立川市のようなやり方にするのか、それともきち

んと（１）、（２）という形で載せていくのかど

うか。それによって第12条のここの文章も変わっ

てくるんですよね。「次に定めるものとする」で

終わっているんですよね。だから、そのようにす

るのか、立川市のようにしていくのかなんです。 

○飯田議会事務局次長 小平市の例なんですけれ

ども、（１）として、長期総合計画基本構想、

（２）として、その他別に条例で定めるものとい

う書き方をされているところがございまして、長

期総合基本構想のみは一致を見たのかなと。その

他のものについては別の条例と書いているところ

もございます。 

○五十嵐議員 その場合の、その他別の条例とい

うのは何という条例なんでしょうか。 

○飯田議会事務局次長 うちの市のような、先ほ

どご紹介したような形の条例名になるかと思いま

す。確認はまだなんですけれども、そういった条

例があるものと思っております。 

○斎藤議員 第12条、この条文を載せるというこ

とは、「次のとおり定めるもの」ということで、

ここに載せていくというのが至当だと思います。 

○白井議員 第12条そのものは当然載せると思っ

ています。あと、細かく書くかどうかは、正直ま

だ迷っていますので確実なことは言えないんです

が、基本条例自体が例えば市民の方も見たりとい

うことでいくと、きっちりここに明記した方が分

かりやすいと私は思います。ただし、どこまで載

せるかがいろいろ議論になると思いますので、で

きればこれは議会運営委員会になるのかなとは思

っております。 

 一つ意見なんですけれども、例えば審議会等で

市民参加がなされているというようなことはさっ

き述べられている部分はありましたが、私は結構

懐疑的と言ってしまうと、ちょっと失礼な言い方

になってしまうんですが、審議会の委員はあくま

で公募委員で自分で申し込んでいる方がほとんど

だと思うんです。なので、別に市民から選ばれた

市民代表ではないということで考えると、一つの

市民参加の形であるにすぎないと思っていますの

で、どこまで現実的に含めるかどうかはまだ私も
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まとまっていませんが、そういった前提を含めて

議会で計画について一定の議決をしていくという

ことを検討すべきではないかというのは、意見だ

け述べておきます。 

○板倉議員 都市計画決定について、今、議会で

全員協議会で報告だけになっていますよね。都市

計画審議会があって、法律では都市計画審議会の

決定でも決まるわけですよね。法律でそうなって

いる場合に、議会の議決事項に含めることは可能

でしょうか。 

○飯田議会事務局次長 申し訳ございません。法

務の方で調査させていただいて、午後にご報告さ

せていただきたいと思います。 

○森戸座長 栗山町議会とか都市計画マスタープ

ランを議決権の中に入れているから、だから都市

計画審議会を経て議会で決定をするという形なの

ではないですか。都市計画決定というのはいろい

ろあると思うんですよ。都市計画マスタープラン

として審議会で承認をする。（不規則発言あり）

いや、していると思う。都市計画マスタープラン

は審議会で承認をしてもらっているんです。板倉

議員が言う都市計画決定というのはちょっと違う

話ではないかと。まちづくりの都市計画決定とい

う、それは都市計画審議会で決定をしているから、

そういうことなんですよ。（不規則発言あり）そ

れは議会の議決事項には入れられないですよ。予

算として議会としては決定することなんです。た

だ、都市計画マスタープランは都市計画審議会が

承認する、議会が議決するということはあり得る

話だと思うので、個々のまちづくりの都市計画決

定を議会が議決するというのは、法律上はあり得

ない話だと思うので、調べていただいて。 

 そうしましたら、今、白井議員は都市計画の中

身についてどこまで載せるかはちょっと検討する

必要があるということですよね。ただ、第12条に

ついては入れる必要があるということですね。皆

さんの方でいかがですか。 

○斎藤議員 今の白井議員のまとめ方なんですけ

れども、どこまで載せるかではないですよ。何を

載せるかです。 

○森戸座長 どこまでというのは、何をという意

味です。いろんな計画がある中で、どれを載せる

かというのは検討したいと言われたように私は認

識したんですが、それでいいですね。 

○斎藤議員 その上で、五十嵐議員がおっしゃっ

たように、今、現実にやっているものを今回条例

で定めるという形にして、それから先はこの場で

はないと私は思うし、ここでやるとしても、全部

終わった後に改めてやらないと、もし始めるなら

それだけで１年かかりますよ。意見として申し上

げたい。 

○五十嵐議員 すみません、さっきの小平市の例

で質問なんですけれども、１点目の基本構想は載

っていて、２にその他別の条例で定めると説明さ

れましたかしら。その他別の条例というのが、小

金井市のさっきの、もう廃止してもいいのではな

いかという条例が別にあるとなると、どうして二

つにまたいで条例を作るのかというのがよく分か

らないんです。後で教えてほしいんですけれども、

例えば改正するにしても、条例改正だから、どっ

ちも同じように改正が必要ですよね。だから、別

にわざわざやる理由というのがよく分からなくて、

もし法的に何か理由があるんだったら、午後から

でも結構ですので、分かってからで結構ですので

教えていただければと思います。 

○森戸座長 多分基本構想、基本計画はあえて明

確化したんでしょうね。地方自治法が変わってく

る中で、これだけはという個別のものを入れ込ん

だことで、やるんだよという宣言をされたのでは

ないかと私なんかは思うんですが。 

○白井議員 あくまで推測なので、参考という形

でいただきたいんですが、第２項を読むと、その

他の議決事件の追加については別に条例で定め、

積極的に活用するということが書かれてあって、
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どちらかというと意思表明の意味合いもあったの

ではないかなと。今、我々の市議会でも言ってい

るように、それ以外のことは１年以上時間がかか

るかもみたいな話があると思うんですけれども、

場合によっては同じような話の中で、内容は決ま

っていないけれども、追加を活用していくという

ことを意思表明という意味ももしかしたらあった

のではないかというのは、あくまで推測です。 

○五十嵐議員 そういうことは多分考えられるこ

となんですけれども、だからといって条例の扱い

として二重になっているのも不自然な感じもしま

すので（「調べていただいて」と呼ぶ者あり）も

し分かればということでお願いしてありますので、

よろしくお願いします。 

○森戸座長 では、昼休みにして、１時から再開

したいと思います。よろしいですか。では、休憩

します。 

午前11時56分休憩 

                  

午後１時開議 

○森戸座長 再開いたします。 

 議会基本条例策定代表者会議を再開いたします。 

 それでは、午前中に引き続き、第12条の議決権

の拡大について協議をいたします。 

 何をここに盛り込むのかということで、基本構

想ぐらいを盛り込む必要があるのではないかと。

その点で小平市はどうなのかというご意見があり

ました。また、板倉委員からは、都市計画決定は

議決できるのかという疑問もありまして、その辺

り（「午後一で聞くことになっています」と呼ぶ

者あり）分かりました。では、分かり次第という

ことで、それはいきます。 

 あと、皆さんの方から何かご意見とかございま

すか。 

○片山議員 基本構想について盛り込むというの

は私もいいと思うんですが、それ以上に積極的に

使っていくということでも、検討する上でも、小

平市みたいな記述を一つ加えておくということは

必要ではないかと思います。 

○森戸座長 小平市のような形ということで、小

平市が、基本構想とその他条例で定めるという二

本立てということですよね。五十嵐議員もそうい

うことでしょうか。違いますか。 

○五十嵐議員 私はどちらかというと二重になる

ような気がするので、体裁としてどうなのかなと

思ったということです。 

○板倉議員 小平市の方式も一つの道と感じてい

るんです。ここの第12条の中で、基本構想以外に

加えていくとなると、その都度条例改正が必要に

なってまいります。もう一つの方については、基

本条例の中には、その他条文は書かないんでしょ

う。（「もう一つの方の条例改正」と呼ぶ者あ

り）だから基本条例そのものの改正は必要になら

ないので、小平市方式というのも一つの道だと私

は考えております。 

○森戸座長 小平市は地方自治法第96条第２項の

規定に基づく議決すべき事件は別に定めるものの

ほか、市政にとって重要な計画等であって、議会

と市長等が市民に対する責任を担うものとして、

次に掲げるものとするということで、長期総合計

画基本構想が（１）、その他、別に条例で定める

ものという言い方です。 

 ほかに。 

○斎藤議員 私は基本条例１本でいくべきだと思

います。その他条例は別に作る必要はないではな

いですか。そのために基本条例を作っているわけ

ですから、基本条例の中に列記していけばいいこ

とであって、ほかの条例を改正するのも、基本条

例の改正をするのも同じだと思います。 

○片山議員 私も別にどちらでもいいんですけれ

ども、基本条例の中に定めるということが、どれ

というのを今、確定できない段階だと思いますの

で、あえて小平市のような形もいいのではないか

と思いました。ただ、基本条例で定めるというこ
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とであれば、どのような条文になるかということ

を何か例文を挙げながら検討できればいいのでは

ないかと思います。 

○森戸座長 具体的な条例案ですよね。 

○片山議員 そうです。何かこの計画ということ

が、それを議論していくとかなり時間がかかって

しまうということもこれまでの中でも出てきてい

る話ですし、私もそう思いますので、今、この時

点では、その追加ができるということだけをうた

っておくということで、どのように記していくか

ということが検討できればとは思います。 

○森戸座長 全部検討するのは難しいので、基本

的なものを入れた方がいいということですよね。

基本構想と追加するもの。立川市議会は先ほど述

べていただいたんですけれども、不断に検討する

という言い方もあるようです。いかがでしょうか。 

○片山議員 いずれにせよ持ち帰りになるかとは

思うので、その際の条文を考えていく際に、長期

基本構想だけということを書くのか、それともプ

ラス追加をしていくということを加えるのかとい

うことについて、その条文の書き方についてを基

本条例の中で足していくということなのか、ある

いはほかの条例という形であえて規定するのかと

いうことは、持ち帰りの中で提案する条文の中で

考えていけばいいかなと思います。それから議論

をしていくということかなと思います。 

○森戸座長 では、持ち帰って検討していただく

ということでいいですか。 

○斎藤議員 あえて条例を分ける意味が私は分か

らないので、片山議員と板倉議員、別の条例で定

めるという意味が私はちょっと分からないので、

教えていただけませんでしょうか。 

○板倉議員 私の先ほどの言い方というのは、そ

れも道だよという発言をしています。議会基本条

例、当初のスケジュールがあります。大分押して

はきていて、当初のスケジュールどおりにはいか

ない部分というのは皆さんお感じだと思うんです

けれども、第12条のところに、斎藤議員が言われ

るように、基本構想以外の部分についてどこまで

組み込んでいくかという議論に入っていくと、相

当時間がかかるなと私は正直思っているんです。

それで何を加えるかを出し合って、全体が共通す

る部分だけ載せるという方法もあると思うんです

けれども、そこでまた、これはどうだ、あれはど

うだという議論に入っていくということも考えら

れますので、そうすると小平市のような道も選ん

だ方がいいのではないかという判断の上で、あえ

てああいう発言をしているということです。 

○片山議員 私も何回も申し上げているんですけ

れども、いずれ追加して積極的に活用するという

ことを何かしら書いておいた方がいいということ

で申し上げています。だから、基本条例の中でそ

ういったことを追加するということであれば、そ

ういった付け加える文面があればいいのではない

かということを提案しています。それか、あるい

は小平市のように、「別で定める」という形での

追加を加えるということもあるんだろうというこ

とで、それはどちらの条文も提案しながら、その

中で議論していければいいかなと思っています。

長期基本構想のみという形にしてしまうのはどう

なのかなということで申し上げているということ

です。 

○森戸座長 先ほどあった市の職員の第96条第２

項の議決事件がありますよね。あれが整理されな

い場合には、ここと整合性がとれるような文章に

しなくてもいいのかどうか。そのために、

「（３）その他別に条例で定めるもの」とうたう

のか。でも、あれ１件で、廃止するようなものの

ためにそういうことにはならないんだろうけれど

も、どうなんですかね。長期基本構想というのは

あくまでも議決事件としてうたえばいいと。では、

議決事件ではなくて、その他条例で定めるものと

してうたわれるもの、小平市の（２）のようなも

のはどういうものがあるのかということだと思う
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んですよね。具体的には何があるんですかね。 

○片山議員 栗山町の条例は参考になるとは思う

んですが、ただ小金井市でそれをやった方がいい

のかどうかというのは検討が必要かなと思ってい

て、それであえて私はそうやって列挙するという

のは今の時点ではないと思っているんです。ただ、

栗山町で書いてあるものを、これを小金井市に当

てはめたらどうなのかということを議論した方が

いいかなとは思います。 

○森戸座長 事務局に伺うんですが、例えば何と

かの総合計画といった場合に、第96条第２項に基

づく、例えば高齢者福祉総合計画の議決条例みた

いなのを作るんですかね。 

○加藤議会事務局長 この議決事項をもし加える

ということで、議会基本条例の中に議決事件の追

加をもしうたうとすれば、その中に多分、第96条

第２項の規定により議会の議決すべき事件は云々

ということをうたうことになると思うんです。そ

の後ろにその具体的な項目をぶら下げていくとい

うことになると思いますので、それが例えば、当

初作ったときに一つだけだというのが、もし二つ、

三つということになれば、例えば（１）で何かが

うたわれていて、今度追加ということになれば、

（２）とか（３）とかで多分追加すればいいだけ

の話です。ただ、片山議員がおっしゃるような、

それを積極的に云々というものをそこの議会基本

条例の中のどこかに入れたいということになると、

例えば第２項の中にそういうような文言を入れる

か、もしくは第１項の中にそういう文言を入れた

上でという、その辺はちょっとテクニック的なと

ころがあると思いますけれども、ですので項目を

足すということであれば、議会基本条例の中にお

ける議決事件の拡大の部分の条項の中に、（１）

で一つだったのが二つ、三つ、これは問題なくで

きると思います。 

○森戸座長 その他別に条例で定めるものという

のは、何らかを想定していると思うんですよ。今、

局長がおっしゃったように、計画だとかはここに

（２）、（３）でつなげていけばいいというもの

だと思うんです。では、その他別に条例で定める

ものとは何ぞやと。これは、例えば法定受託事務

関連だとかで何か出てくるということはないのか。

おとといも皆さんで議論したときに、法定受託事

務で議決権拡大できるものが何があるのかという、

そこも皆さんで共有しておいた方がいいかなとい

うことだと思うんですけれども、その辺り。 

○飯田議会事務局次長 法定受託事務の中で、地

方自治法第121条３のところで定めるのに適して

いないものとして挙げられているのが、武力攻撃

事態等における国民の保護のための措置に関する

法律の関連、あと災害救助法施行令の関連でござ

います。そういったもの以外は基本的には法的に

は定めることができると考えられると思います。 

○森戸座長 例えば、法定受託事務というと、戸

籍の事務とか、生活保護とか、そういうものとい

うことになって、例えば生活保護の何とかに関す

る条例を作るという場合などは、第96条第２項の

議決権の拡大ということになっていくんですかね。

戸籍事務なんかもそうですよね。 

○飯田議会事務局次長 法定受託事務の関係です

けれども、国政選挙ですとか旅券の交付、生活保

護、国道管理、戸籍事務というようなことが主に

挙げられるのかなと思っております。あともう一

つは、都道府県議会議員選挙ですとか知事選挙に

関し、市町村が処理することとされている事務と

いうのも挙げられると解釈されております。 

○斎藤議員 今、その議論とこれはリンクしてい

るんですか。私はしていないような気がするんで

すけれども。 

○森戸座長 リンクしているんです。 

○斎藤議員 そうですか。例えばそちらの方で、

勝手にと言ってはおかしいですけれども、条例に

ついて市議会の議決を要するとされたときに、も

うその段階でその他の条例ということが入ってい
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ると、言ってみれば我々が知らないところで議決

事項になっているということも可能性があるわけ

ですよね。そういうことなんですか。 

○森戸座長 今、何でこれを議論しているかとい

う、そこなんですけれど、小平市条例で（２）に

その他と書いてあるわけではないですか。斎藤議

員からも疑問が出されて、これは入れなければい

けないのかという話なわけです。（「要らない」

と呼ぶ者あり）要らないという話なんだけれども、

でも、入れた方がいいという会派もいらっしゃる

わけですよね。だから、斎藤議員からはどういう

ことなんだという質問があったかなと思っていて、

五十嵐議員か、それで、今、そこを深めておいた

方が（不規則発言あり）つまり計画などについて

は（１）、（２）、（３）で入れればいいものな

んですよ。それ以外に、もし議決権の拡大で条例

として入るものは何かと考えたときに、法定受託

事務で、（４）として、生活保護に関する何々と

いうことだけでいいのかどうかというと、それは

そうはならないと思うんです。一定条例を作らな

いと、例えば生活保護に関する夏季手当の補充に

ついてみたいな形になるのか分からないですけれ

ども、ということになると条例になってくるわけ

ですよ。 

○五十嵐議員 当初、小平市のことで私が伺った

のは、そこまで想定していなくて、むしろ、今、

座長がおっしゃった（１）、（２）、（３）、

（４）と、そこに計画なんかは付け加えていけば

いいのではないかという思いがあったので、小平

市のその他条例というのは必要なんだろうかと、

むしろ要らないのではないだろうかという思いで

質問しているんです。だけど、その解釈が、その

計画ではなくて、もっと違う話になってくるとい

うことを想定して小平市が作ったんだとすれば、

それは検討しなければいけないのかもしれないん

ですけれども、ただ、そこの部分というのは今の

段階でかなり想定が難しいというか、かなり議論

しないと想定できにくいものではないかと思うん

です。だから逆に言うと、それこそ議論した上で、

条例が改正が必要ならば条例改正してもいいので

はないかというぐらいな感じがしますので、現段

階でそこまで考える必要があるのかと思うんです。

ここの中で議論が分かれているのは、いろんな計

画をこれから議決事項として増やしていくかもし

れないというときに、多分片山議員が言った意見

は、むしろ次の計画みたいなものに関しての余地

を残すために、その他何とかを入れた方がいいの

ではないかと私は受け取ったんです。そういう意

味では、そこは要らないのではないかというのが

私の意見なんです。その想定がちょっと違ってい

たので、それは小平市はどういう想定でそうなっ

たんでしょうねというのを私が質問したことなの

で、それはその質問は置いておきますけれども。 

○飯田議会事務局次長 小平市の状況をご報告さ

せていただきます。こちらの条文につきましては、

小平市としましては、基本構想以外の様々な計画、

例えば都市計画マスタープランですとかもろもろ

の計画がございました。それを盛り込むかどうか

ということで議論になったそうでございますけれ

ども、そういったものを入れていくと、そのたび

に変えていくときに改正をしていかなければなら

ないということで、基本構想のみ議会基本条例に

うたって、その後の方は別途の議案の条例の方に

盛り込んだということでございます。名称としま

しては、市政に関する重要な計画等の議決に関す

る条例ということで、今現在は都市計画マスター

プランを挙げているということでございます。今

後、議論をして、２個、３個と加えていくという

ことはあり得るということでございまして、生活

保護ですとか戸籍事務のようなものを想定してい

るものではないということでございます。 

○板倉議員 先ほどの道というのは、私も片山議

員と同じ方向だったんです。ただ、座長の先ほど

の整理だと、計画については議会基本条例の本文
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の中に（１）、（２）、（３）と入れていって、

法定受託事務についての条例化については、その

他別に定める条例という整理をされていたので、

小平市もそうなっていたのかなと思ったんですが、

小平市のことは今、事務局次長が言われましたよ

うに、計画も含めてその他に持っていっています

ので、これから先の議論を含めていくと、小平方

式も一つの道だなと私は考えたわけであります。 

○五十嵐議員 小平市の話を今、説明を伺ったと

ころで、それだとしても、結局もう一つ条例を作

って、またそこで発していかなければいけないわ

けですよね。であれば、この条例の中で改正して

いくということは手続的には同じことになるのか

なという思いがしまして、一本化してもいいので

はないかと意見としては思っているんですけれど

も。 

○森戸座長 五十嵐議員としてはこの中に入れ込

むということですね。だから、小平市のようなそ

の他というのは要らないということですね。 

○斎藤議員 議会基本条例と一般条例の違い、そ

れによって改正するときに手続が変わるんですか。

それと、理念的に議会基本条例というものは余り

いじらずに一般条例を変えていくという、そうい

う法的な運用の仕方というか、策定の仕方とか、

そういうのはあるんですかね。そうでなければ、

わざわざ条例を分ける必要はなくて、全部ここに

入れればいいことであって、削除するにしても、

追加するにしても、同じ手続だと私は思うんです

よね。二つの条例を見なくても一つの条例で分か

る方が、それこそ市民の皆さんにも分かりやすい

条例を作った方がいいと思います。 

○森戸座長 議会基本条例の位置付けにも関わっ

てくると思うんですが、最高規範という文言につ

いてはまだ一致はしていないんです。一致はして

いないんだけれども、大まかにはそれが大きなも

のになっているということからすれば、小金井市

議会の憲法のようなものなんだと思うんですよね。

だから、余りそこが変わるということにはならな

いのかなというところもあると。だから、そうい

う位置付けかどうかの一致点はまだ作れていない

ので、あれなんですけれども、基本的にはみんな

最高規範とどこもうたっているので、最高規範と

しての位置付けでやっていらっしゃる中でのこの

条例の在り方だと思うんですけれどもね。だから、

それが変わってはいけないということにはならな

いと思うんです。思うんだけれども、そこをどう

するかという、皆さんの判断だと思います。 

○斎藤議員 私、そう言っていながら、第96条第

１項の第15項には、その他法律またはこれに基づ

く政令により議会の権限に属する事項ということ

で、14項までは割と具体的なものを入れておきな

がら、15項で今、言われているようなその他法律、

これに基づく政令という形で追加しているんです

よね。それと同じようなことを議会基本条例の中

でもそういうものをつけようとしているんですけ

れども、そういう意味で言えばわからなくはない

んですけれども、小金井市議会で議決する事件と

いうものは、具体的にこれこれの事件と言い切る

ことができるものばかりではないかと私は思うん

です。だから、第96条は確かにあるんですけれど

も、小金井市議会の基本条例を作る上では明確に

分かるような形にした方がいいのではないかと、

意見として申し上げさせていただきます。 

○森戸座長 ということは、具体的に書いた方が

いいということですか。条例は必要ないと。どっ

ちが分かりやすいかですよね。条例を作った方が

いいのか。もうここに入れ込めば、市民に分かり

やすくという基準で考えてみたときに、それを見

れば何を議会は議決するのかというのが分かるの

かということだと思うんですよね。 

○片山議員 いずれ議決することについて、議会

の権能を増やす、そういったことを何か担保でき

るような、そういった条文であれば私はどちらで

もいいとは思っているんですが、先ほど座長が整
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理された、新しく入った議決のあれについては、

割とほかでどう使われているかというのがなかな

かまだ事例が出てきていないような気もしている

ので、少し調べてから、このようにした方がいい

のかどうかというのは検討したいなとは思うとこ

ろです。 

○森戸座長 法定受託事務について議会の議決権

をどう拡大するかというのは、小金井市議会でも

本当は議論はした方がいいんですけれども、ほか

はどうですか。次長、何か分かりますか。 

○加藤議会事務局長 各市の状況を見ますと、法

定受託事務まで踏み込んだ市は今のところ見当た

っておりません。基本構想や基本計画にとどめて、

それを議決事項に加えますと書いている市が、先

ほど申し上げたように八王子市、調布市、流山市、

小平市、小平市は（２）がございますけれども、

ほとんどの市がそういった基本構想関連でござい

ました。具体的に盛り込まずに議決事項を拡大で

きますにとどめたうたい方もございますし、先ほ

ども申し上げましたように、第96条第２項の拡大

のことについて規定も設けていない会津若松市、

東村山市の例もございます。 

○森戸座長 わかりました。まず、意見は二つか

なと。一つは、基本構想とその他別に条例で定め

るものということと、その他別に条例で定めるも

のは要らないので、合意したものから（２）、

（３）というように増やしていけばいいではない

かという、この２点が論点かなと思っています。

これは持ち帰っていただくということでよろしい

でしょうか。ほかに意見がなければ、そのように

したいと思います。第３の意見があれば、それも

書いていただいて結構ですので、よろしくお願い

をいたします。 

 では、次に行ってよろしいですか。次に、第13

条、討議の保障ということです。自己研さん、調

査、研修、政策立案、第４章に入ります。この表

題は別にして、討議の保障、第13条、「議会は議

事機関として、その意思決定に当たっては議員間

の公平で自由な議論に努め、市民に対する説明責

任を果たさなければならない。２として、議会は

意思を決定していくために、各委員会を中心に議

員間討議を行うことができるものとする。３とし

て、討議の保障に関し必要な事項は別に定めるも

のとするということであります。 

 この第13条については、たたき台の各会派の意

見集約をご覧いただければと思います。 

 大体原案了承ですが、公明党からは、市民に対

する説明責任はほかでもうたわれているので適切

ではないと。また、議員間討議については必要だ

と思うが、質問回数の数え方など方法についてよ

く検討する。 

 改革連合、議会だより以上の説明は各議員の立

場、考えによるということです。 

 委員長コメントとして、現状でも委員会協議会

では議員間の協議を行っていることから、多数は

上記の文言で明記すべきであるという考えであっ

たと。自由な議論に努めるとともに、市民に説明

責任を果たさなければならないとの条文を入れる

か検討することとした。公明党は持ち帰り。行政

報告について盛り込む必要がある。また、庁議を

経ないものでも議会への報告を行ってほしいもの

もあり、整理が必要である。所管事項の質疑につ

いては、規則、運用方法等についての整理が必要

であるということが課題として残されています。 

 議員間討議という問題なんですが、これは以前

から小金井市議会でずっと検討してきた問題で、

不一致できています。他市の例などもありまして、

他市を視察したときには、全体としてはなかなか

難しいかなということになりました。近隣でもそ

ういう例がありまして、休憩して協議会でお話を

させていただいて、具体的なイメージを持ってい

ただければと思いますので、休憩をさせていただ

きます。 

午後１時34分休憩 
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午後１時48分開議 

○森戸座長 再開いたします。 

 議員間討議の問題ですが、結局小金井市の議会

は、先ほどのお話があった中にもあったんですが、

委員会ではある意味、議員間討議をやっていると

いうことで、それもあって、条文としてはそれも

含めた議員間討議ということで、これは残してお

こうというのが全体の一致点だったかなと思って

います。無理に議員間討議を行うというのは、現

状ではなかなか難しいところがあるのかなと思う

んですが、いかがでしょうか。でも私たちはやり

たいというところがあれば。 

○片山議員 現状のことは今、座長がおっしゃっ

たような形だとは思うんですが、これから例えば

広報広聴委員会とかそういったものがどのように

なっていくかというのは、それも議会改革に上が

っているので、また今後になってしまうとは思う

んですけれども、そういった場を設けていく際に

は、ある程度議員間討議という形になっていくの

かなとは予想しているところです。 

○小林議員 議員間討議の中身なんですけれども、

次の条でも（４）にある、先ほども触れられまし

たけれども、議会は政策を立案するため議員によ

る政策検討会を設置することができるという文言

になっていますけれども、例えば片山議員がご指

摘されたようなことは、この（４）の整理の中で

落とし込めていくとすると、今あるここの条とい

うのは何が残るのかなと。これが先ほど座長が整

理されたところで考えると、そこまで飛躍した、

陳情の審査なんかを議員間討議で行うということ

がまだまだ議論が必要ということであれば、

（４）の方を見直して、ここはそぐわないのかな

というのが、今の議論を聞いていて感じたところ

です。 

○森戸座長 13条全体がということですかね。 

○片山議員 今、小林議員が指摘されたところと

いうのは、これは政策を立案するための政策検討

会というのは全然違う意味合いですよね。私が言

ったのは、広報広聴委員会というところがまだど

うなるかは、これからの議論だからあれですけれ

ども、議会報ですとか、議会の広報についてどう

考えるかというところは、これまでも議員間で討

議をしてきたところがあると思っていますし、実

質もしやっているとすれば、この策定代表者会議

も議員間討議ということになるのかなと私は思っ

ているんですが、そういった実質的にやっている

ものもあるということも考え、また、これからの

ところで予想できるのもあるかなと思うところで

は、こういった保障というか、はっきりと明記す

ることは必要だと思っています。 

○白井議員 私も片山議員の意見に賛成でして、

結論から言いますと、議員間討議の文言と、こう

いったことをやるということは残した方がいいと

思っています。実質やっていないという話ではあ

るんですけれども、さっき他の方がおっしゃった

ように、例えばこの代表者会議でもやっています

と。場合によって協議会でもやっていますと。あ

と、委員会や本会議ではやっていないという意見

はあるかもしれませんが、ある意味、僕は議員間

討議だと思っているんです。それは何かというと、

他の方が発言して意見を言う。これは直接的にや

りとりは議員間では生じないんですけれども、そ

れぞれの考え、政策調査をその場で発表して、自

分の考えたことと相違がないかとか、あっちの言

うことの方が理屈が合っているということも、そ

の発言を聞く中で自分の意見を多少変えたりとか、

参考にしたりということはあると思うんですよね。

これはある意味、今の議会の議員間討議と捉えて、

できれば望むべくは本当に議員間でやりとりをす

る、そういった討議を実現していく。そういった

意思表明も表す上で、ここに議員間討議というの

を残した方がいいかなと思っています。 

○斎藤議員 この第13条自体が第４章にあるとい



－ 24 － 

うことがいいのかどうかということは、問題提起

としてさせていただきます。第１項なんですけれ

ども、「議員間の公平で自由な議論に努め」とい

うことと、市民に対する説明責任と、一つの文章

で、私はなじみが余り良くないということと、討

議の保障ということであれば、第１項については、

「議員間の公平で自由な議論を保障する」という

言い方になるのではないかと思います。第２項に

ついては、先ほども説明がありましたように、ほ

かの方も言っているように、ほかの議会では議員

間討議という言葉がありながら、実際はやってい

ない。小金井市には議員間討議という言葉はない

けれども、議会運営委員会なり、この代表者会議

の中では実質的にやっているというところなんで

す。「行うことができるものとする」という形に

しておいて、委員会の議案の審査とか陳情の審査

のときには、本来であればそこにも持ち込みたい

という気持ちは私はあるんですけれども、それに

はかなり細かいルールが必要になってきて、それ

は「詳細は別に定めるものとする」ということで、

第３項の中で、これを定めない限り、議案や陳情

に関しては実質はできない状況ではあるとは思う

んですが、現段階の小金井市の議会基本条例の中

では、第２項、第３項というのはこのまま残した

方が、これを作った上で策定した方がいいのでは

ないかと思います。 

○森戸座長 第１項のところは、もう一回、すみ

ません、「自由な議論に努め」というところです

か。（「これを保障するという感じになるのでは

ないか。討議の保障というタイトルからすれば。

市民に対する説明責任というのは、ほかの方も言

っていらっしゃるように、ほかのところに書いて

あるし、前半の言いたいこととこれはつながって

こない」と呼ぶ者あり）ありがとうございます。 

○五十嵐議員 今の「市民に対する説明責任を果

たさなければならない」というところに、前の改

革連合から議会だより上の説明はうんぬんという

ことになるのかと思っていまして、私もここのと

ころで説明責任が出てくるのは、前にも出てきて

いるし、要らないかなという感じがしております。 

 それから、いろいろ他市の状況なんかもお聞き

しました。そういった中で見てみて、公明党が修

正案を提案していまして、第13条としてまとめて、

「議会は、議決機関としてその意思決定に当たっ

ては委員間の公平で自由な議論に努めなければな

らない」という修正案が出ていますけれども、こ

の程度のまとめ方でいいのではないかという気が

いたします。 

○森戸座長 今、五十嵐議員からそういうご意見

がありました。いかがでしょうか。「その意思決

定に当たっては議員間の公平で自由な議論に努め

なければならないとする」ということですね。今、

第１項の方の意見です。 

 斎藤議員からは、第２項を含めて、第２項も残

しておいた方がいいのではないかという意見です。

あと、第１項の説明責任というのはとってもいい

ということからすると、公明党の案でもよろしい

ということですかね。（不規則発言あり）そうか、

保障するということか。 

 では、第１項の方を先にやりますかね。「説明

責任を果たさなければならない」というのは、全

体としては、これは要らないということですよね。

ここは一致だと思うんです。問題は、「公平で自

由な議論を保障する」とするのか、失礼いたしま

した、公明党のような「自由な議論に努めなけれ

ばならない」とするのかというところです。 

○白井議員 その第１項に関してですが、タイト

ルが討議の保障となっているので、それからする

となじみがあるのかなとは思うんですが、タイト

ル自体も変わると思うんですが、第４章のタイト

ルが自己研さん、調査・研修、政策立案という形

になっていまして、議員の討議を保障するという

よりは、「努める」という言葉だったり、例えば

小平市なんかでいうと、「議員間の自由な討議に
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努めるものとする」ということとか、例えば多摩

市でいくと、第13条に「議会は、議事機関として

その意思決定に当たっては議員間の公平で自由な

議論を尽くすものとする」ということが書かれて

いるんです。要するに、合意形成を図るために自

由討議をする。それが例えば自己研さん、調査・

研修、政策立案、こういったテーマに即してこの

章の中に入っているのではないかという気はしま

すので、どちらかというと、「努める」という言

葉以外、いろいろ適切な言葉を考えたいんですが、

保障というのではないのかなという気はしていま

す。皆さん、いかがでしょうか。 

○森戸座長 いかがでしょうか。斎藤議員からも

う一回。 

○斎藤議員 公明党は、修正案は分かったんです

けれども、これは第１項をこう変えるということ

なのか、第２項、第３項は必要ないということな

のかが分からないので、教えていただければと思

います。 

○宮下議員 はっきりは覚えていないんですけれ

ども、第２項、第３項を残すときは全部書いてい

ると思うので、ですからこれは第13条として、全

体としてこれでいいのではないかという提案だっ

たと思います。 

○森戸座長 第２項の議員間討議については必要

だと思うが、質問回数の数え方などと書いてある。

だから第２項は残すということ。 

○宮下議員 議員間討議を入れるとしたら方法等

をよく検討する。要は、みんなの意識の共有がま

だできていないという気持ちがここでちょっとあ

ったんでしょうね。 

○五十嵐議員 私が先ほどこの案がいいと言った

のは、全部まとめてこの案でいいのではないかと

いう考え方で申し上げておりますので、よろしく

お願いします。 

○森戸座長 第２項は要らないということですか。 

○五十嵐議員 第13条、これだけでまとめた方が

いいのではないかということでございます。 

○森戸座長 それで、今の斎藤議員のご意見にな

ったわけですね。 

 白井議員からは、保障とあるけれども、自己研

さんということなので、お互いが努めるというこ

とがいいのではないかというご意見もありました。

それは確かにそういうことかなと。そうすると、

「自由な討議を保障する」とするか、「努めるも

のとする」とするか、この辺りが持ち帰る論点に

なりますかね。 

○百瀬議員 白井議員のご意見のように、「議論

を尽くす」とか「努める」ということになると、

タイトルが討議の保障ではなくて、多摩市のよう

に、討議の原則にした方がいいのかなと思います。 

○森戸座長 題名も変えた方がいいということで

すね。小平市は、議員間の自由討議みたいな言い

方になっていますね。第６章、議員間の自由討議

（議員間の自由討議）、同じものを二つ入れてい

る。 

○五十嵐議員 原則というのはちょっと違うので

はないかと思うんですけれども、あくまでこれは、

今までの実態としては余りない、これまでなかっ

たので、議員間での討議をやっていきましょうと

いうことだったと思います。そういう新しい提案

に近いかなと。実態はそれに近いことをやってい

るとしても、形式上は議員から行政へということ

が原則なんだろうと思うんですよね。だからこそ

議員間での自由な討議を一歩進めてやっていった

らどうでしょうかという提案ではないかと思いま

すので、原則という言葉を使うと、何かちょっと

誤解を受けるような気がするんですけれども、原

則という言葉はちょっと違うかなという気がする

んですけれども。 

○森戸座長 多摩市のようなことにはならないと。

討議の原則みたいなことにはならないと。基本的

には、議会の会議規則では、議員ができるのは質

疑と討論なんです。あと発言の通告、発言という、
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できるのはこの三つなんですよね。だから、議員

間討議というのは原則には当たらないということ

は、確かにそうですね。そうなると、原則にする

んだったら、会議規則も変えるということに成る

と思うんです。議員間で討議することができると

いう条を起こさなければいけないということです

よね。 

○小林議員 自分の中で整理したいんですけれど

も、今やっていることに近いのでということで話

もありましたけれども、実際にこれが入ったとき

にどのように整理するのか教えていただきたいん

ですけれども、今だと、今やっているよねと言っ

たのは、質疑の３問目で意見表明して終わる部分

と、あとは採決前の協議会で意見を表明し合うと、

この２点辺りを討議と位置付けようということな

のか。それであれば、それをどのように、次第と

いうか、どのように変わっていくのか、それとも

実態は今のままなんだと、そこを教えていただき

たいんですけれども。 

○森戸座長 だから、本来、現状、質疑の３回目

に意見を述べるというのはあり得ない話なんです。

質疑なんですから、あくまでも質疑なんですよ。

意見は、一番最後に採決のときに、意見がありま

すかと聞いて、そのときに意見を述べるというの

が本来の在り方なんです。ただ、それを現実的に

は、時間を早めるのか、よく分からないですが、

３回目で意見を述べて終わるということを行われ

る方もいらっしゃるということですね。これはこ

れだと思うんです。終わった後に、委員会で、こ

の採決をどうするかという協議になったときに、

まだ調査が足りないから、もうちょっと市長に調

べてもらった方がいいのではないかという話をし

て、そう言うけれども、でもここで採決なのでは

ないかと、このように市長からも言われているし、

根拠もできているしという、これが委員会協議会

の中の討議、討論ではないかということからする

と、この会議規則を現状変えなくてもやれる範囲

なのかなと思うんですが、どうでしょうか。 

○五十嵐議員 いろんな委員会の場面で、ちょっ

と違うんだと思うんですけれども、先ほど片山議

員が言われた、今日のこの代表者会議も実際上は

討議ではないかというような、そういう言い方が

あったと思うんですけれども、確かにいろんな意

見を出し合ってやっていますから、今日の場面な

んかはある意味、討議に近いかなという気がしま

す。それから、議会運営委員会では行政がいない

わけですから、それに近いやりとりがあるのでは

ないかと思うんです。それとは別に、例えば陳情、

請願、議案なんかにしても、実際は行政とのやり

とりなので、形は行政とのやりとりをしているん

だけれども、最初に反対の立場で物を言ったり、

賛成の立場で物を言ったりしていきながら質問し

ていくという、こういうやり方をしていると、そ

れに対して、次の人は違う立場で質疑をするとい

うようなことを実際にやられていますから、そう

いう意味では、話を聞いていると実際は分かって

くるわけですよね。そうすると、自分と違う意見

を言った人には、逆の立場で質疑をするみたいな

形になっているという意味で、私は実際上、実態

上、形式は質疑という形式をとりながら、討議に

近い内容のときもあるのではないかと捉えている

んですけれども。 

○森戸座長 何で議員間討議が出てきたかという、

そこですよね。だから、結局、行政部局と独立し

ている議会が請願、陳情だとかを例えば議論した

ときに、最終的な判断が、行政部局ができないと

言っているので、ではできる範囲のところで趣旨

採択にしようではないかとか、結局、行政の答弁

次第でそういう成否が決まっていく。実はそうで

はないだろうと。議会は独立しているんだから、

この問題が本当に市民から見ても必要だという、

全体が判断すると。行政が難しいと言っても、議

会としてはこれは採択するんだと。そのことを行

政に、施行者側に求めていくという、本来はそう
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いう在り方でなければいけないのではないかとい

うところだと思うんですよね。だから、そういう

意味で、もう少し、そう見たときに、どう議会の

議論があるべきかということを考える必要がある

のではないかということですね。だから、五十嵐

議員がおっしゃるように、現状でもやっていると

いうことは確かにやっていると思うんですけれど

も、市民から見ると、行政からできませんと言わ

れて、そうですかと、これは無理なのねといって、

これが議会で不採択にされるというのは、それは

違うのではないかという思いを持つ人もいるわけ

ですよね。市民代表としての議会が、ではなぜだ

めだという判断をしたのかというところをきちん

と説明責任を果たせるようにしないと、市民から

は納得がなされないのではないかということをど

うするかということだと思います。だから、うま

く説明できないんだけれども。 

○片山議員 新たな議会改革の提案になってしま

うと、またあれなので、できれば今やっているこ

とを確認しながらこの条文を整えていきたいとい

う思いはあるんですけれども、ただ、その先を考

えた上では、今、座長がおっしゃったような、市

民の思いをきちんと受け止めて、それを議論して

いくということであるとか、市政をきちんと確認

していくためにも、議員間討議というのがこれか

らどのような形になっていくのかというのは、ま

だやっていないことですから分かりませんけれど

も、ただ、今のままの部局に対する質疑という形

だけでは物足りないものがあるなと私は感じてい

ます。実際、小金井市議会に参加されている方々、

皆さん割と自分の意見をしっかり持っていて、い

ろんなことを調べていらっしゃるということがあ

るものだから、本当はその議員にいろいろお聞き

したいことも結構あるんです。特に宮下議員とか、

いろいろと提案されること、こちらから質問した

いみたいなことも結構あるわけなんですけれども、

今そういう状況にはなっていないので、だからそ

ういった議論を深めていく、それでまたより良い

市政にしていくためには、本来こういったことが

できる、そうしていった方がいいなとは思うんで

す。ただ、今はそれは新しいことになってしまう

ので、確定したことは言えないんですけれども、

そういったことを思い浮かべながら今あることを

規定していくという段階で決めていけないかなと

思っているところです。 

○斎藤議員 議員間討議の概念というか、何をも

ってそう言うかということで、多分大分温度差が

あるのかなと思って、私なんかは直接その議員と、

言っている方の議論の根本になっているものは何

かとか、例えば何か提案されたときに、その財源

はどうなっているのか、そういうところの直接の

議論という意味で、私はそういうつもりでいるん

ですけれども、今、聞いていると、それだけでは

ないようなので、そこから議論しないと始まらな

いかなという感じで、そうすると、これはもとが

違うので、条例に入れるのはなかなか現段階では

難しいのかなという気がちょっとしています。ど

のようにまとめていけばいいのかということで、

非常に今、悩んでいるところです。意見だけ言い

ます。 

○白井議員 さっきもちょっと述べましたけれど

も、実際、議員間でやりとりはしていないのが現

実であります。ただ、例えば本会議にしても、委

員会にしても、ほかの方が発言している内容をき

っちり聞いて、私自身が考えも及ばなかった観点

から意見を述べられたりとか、質問されたりする

というのは、私としては、自分一人では考えられ

ない部分を調査して述べられていると、そして質

問されているということ自体は、私自身いろいろ

刺激を受けているところではあります。それによ

って多少私の質問の、趣旨は大きく変わらなかっ

たかもしれませんが、質問の仕方だったりだとか、

質問する内容が増えたり、減ったり、変わったり

するということもあって、私自身の意思決定とか、
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もしくは全体の合意形成を考えたときに、ほかの

議員の発言、質疑というのが非常に参考になると

いうことはあるんです。これを一つ討議と捉えて、

議員間討議という文言を明記するということは一

つの考え方なのではないかということが一つと、

さっきも言ったように、例えば協議会にしても、

この場にしても、議会運営委員会にしても、部分

的にやっている部分もあると。なので、どこでと

か細かいところは明記せずに、例えば公明党案を

ベースに文言整理という形で入れられたらどうか

なと思っております。 

○森戸座長 そういうご意見であります。斎藤議

員が今、言われたことは、温度差があるというの

はどういうことですか。 

○斎藤議員 まさに今、白井議員がおっしゃった

ように、現状の中で議員間の討議ができているで

はないかという考え方と、私はそうではなくて、

直接ある議員の意見、発言、それに対する私なり

の考え方をぶつけて、その中でやりとりをすると

いうイメージでいたものですから、大分違うなと

思って、これを一致させるのはかなり難しいかな

という状況で、私が言うような議員間討議をやる

とすれば、条例の作り方というよりも、議会の審

議の仕方自体も変えるような形になるので、この

場ではちょっと難しいのかなと思っています。 

○森戸座長 ただ、白井議員がおっしゃったり、

片山議員がおっしゃったような、五十嵐議員もそ

うだし、この場でやっていることや議会運営委員

会でやっているという現状を議員間討議と捉える。

大枠の中の議員間討議だということで載せていく。

将来的には、本来は斎藤議員がおっしゃったよう

に、そう言うけれどもと、本当にお互いが議論す

る。それでお互いが考えていることをもっと修練

させていくということだと思うんですよね。だか

ら、それができるようになればすごいなと思うん

ですけれども。 

○五十嵐議員 今やっているとすれば、議員提案

ですよね。だから、そこの部分では直にやってい

るということになりますね。 

○森戸座長 そうだと思います。議員提案はある

意味、お互いの議員間の討議のいい場だなと思い

ますよね。 

○小林議員 そういうことだと、さっきの第14条

の第４項のところ、食育の条例もそうだし、今こ

れをやっているのも、第14条の（４）の方に近い

と思う。市民の生活向上に資する政策を作ってい

るわけですから、そのような内容ですから、そう

すると（４）のこちらに入ってくるのかなと。話

は戻りますけれども、現状のものをただ落として

いくということだと、この第13条の存在意義とい

うのも微妙で、片山議員が将来的にと言われてい

る、斎藤議員も言われているようなことも検討し

ていくことは必要だということも認識はあるんで

すけれども、まだ不十分な状況だなというのを感

じていると。第１項の修正案も提案している中で、

あれですけれども。 

○白井議員 それで言いますと、私の意見として

は「保障」ではなくて「努める」という、そのよ

うなニュアンスの言葉の方がいいという発言をし

ましたが、結局そういうことだと思うんです。さ

っき私が述べたように、現状ではこういう意味で

の議員間討議だと。ただ、手の内を明かすつもり

はないですけれども、それなりに本来の仕組みの

中で議員同士が意見を戦わせるという、理想像で

はないですけれども、そういった場を作りたいと

いう一定の合意が得られるのであれば、将来的に

はそういったことを目指すという意味でも、「努

める」というような表現でまとめていくという形

で、この条文は残すべきかなと私は考えておりま

す。 

○片山議員 小林議員の提案が私は余り理解でき

ないんですけれども、政策検討会の位置付けとい

うところの認識が多分違うのかなと思っていて、

今、行われているような議員間討議とか、いろん
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な場を言っていますけれども、それとか私は広報

広聴委員会という話をしていますが、そういうと

ころとこの政策検討会というのは、私はちょっと

認識が違うんですよね。ですから、どのような認

識でおっしゃっているのかを説明していただける

といいなと思っているんですが。 

○小林議員 単純に食育の条例推進委員会とか、

この委員会もそうだと思いますし、これも、用は

格上げしているんだけれども、思いとしては同じ

だと思うんですよね。ですから、これは全員参加

になっているということもありますけれども、基

本的には議会としての政策を立案するための委員

会ですから、こういったところに位置付けられる

んだろうなと考えているんですけれども、３分の

１の人数でやるものがあってもいいと思うし、そ

れを委員会として何か提案するというときに、集

まって議論をするということがあったとしてもい

いんですけれども、この第14条の（４）というの

はそういうものなのかなという、結構明確な思い

が、ただ、この第14条の（４）はまだ議論してい

ないので、ここをもっと柔軟性を持たせる文章に

していこうということはまだ議論があるのかなと

思いますけれども、現状はそういう認識です。 

○片山議員 ありがとうございます。策定代表者

会議をそう位置付けるというのは何となく分かる

んですけれども、食育ももちろん分かるんですが、

ただ、議会運営委員会ということをさっきから言

っていますし、私としては広報広聴委員会という、

これから新しく作るものというのはどうなるかと

いうことは、政策検討会とは違うのではないかと

いう位置付けだと思っているところです。 

○小林議員 広報広聴委員会は、まだこれからの

議論ですけれども、特別委員会なり、目標を定め

て、大きな山を越えるための委員会を作っていく

ということが検討できるだろうということになっ

ているので、（４）には該当しないと思っている

ので、一応意見は言っておきます。 

○森戸座長 今、意見の違いというか、若干ニュ

アンスが違うところがあるかなと思いますが、第

１項について、なぜ入れるのかということですよ

ね。自由な議論をすることによってより一層論点

を明確にし、何が問題になったのかということを

はっきりさせていくと。その最終的な結論がきち

んと市民に説明できるような議論が必要なのでは

ないだろうかということだと思うんです。案件で、

例えば誰も議論しないで採決だけで決めてしまう

ということというのは、何でこれが決まったのか

というのが分からないわけですよね。それでは市

民は困るわけで、討論もしないと。ただ、みんな

何か決まってしまったみたいな、だからそういう

意味で、議論することによって市民に対してきち

んと最終的な結論の結果のことを説明できるよう

にするという意味で、これはこういう文言を入れ

たんだろうと思うんですよね。だから、そういう

意味では、私は入れ込んでおいた方がいいのかな

と思うところもあるんですけれども、公明党はど

うしても外さなければいけないということでしょ

うかね、第13条。（不規則発言あり）そうですか、

分かりました。 

 一応、第１項のところが、「議論を保障する」

もしくは「議論に努めなければならない」という

辺りは一つの論点であります。 

 第２項の議員間討議の問題ですが、これは先ほ

ど来、あるように、実際にやっているではないか

と。確かに、関連質問と言いながら、実は前の人

の関連とまるっきり違った質疑をやっているわけ

だし、関連質問で相反する質疑が行われることが

あるし、議事進行で、今こう言ったけれども、こ

の問題についてはどうなのかと、議事進行という

名前のやり方で質疑されて、何でもありではない

んですが、議事進行の意味がきちんと伝わってい

っていないなと、歴代の小金井市議会の意味合い

が、拡大解釈がどんどん起こっていっているよう

な感じもあって、実際にはやっているような状況
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ですよね。ただ、相手の直接ストレートに、誰々

議員はこう言うけれども、ではどうなんだという、

斎藤議員がおっしゃるような質疑の仕方はしてい

ない。それをやり始めると、多分永遠に終わらな

いのではないかというか、現状の委員会の日程や

請願、陳情の本数、各市と比較すると、請願、陳

情の提出本数は非常に多いわけで、全部こなすと

いうのがなかなか大変だということもあって、議

員間討議はなかなかそこには行き着かないだろう

と。だた、現状のやり方を維持するという意味で、

議員間討議というのを入れておくと。自由闊達な

質疑をお互いに保障すると。 

○小林議員 私も、これをなくすとかどうこうで

はなくて、どういう意味があるんですかというこ

とでして、今の座長のお話の筋からいくと、議事

進行の独特な使い方とかもこの中に形として定め

てしまう、おさめてしまうということになるとい

うか、今、活発な議論の例として挙げられたとい

うことは、公明党の意見のところにも書いてあり

ましたけれども、この中身は何なんだということ

は明確にして、一文でも残すのであれば、そこは

共通認識を持つ必要があるだろうと。 

○森戸座長 議事進行は少しイレギュラーだと。 

○五十嵐議員 最近思うんですけれども、特に請

願、陳情の件なんですが、陳情を請願と同じよう

に扱いますよね。そのせいか、請願というものが

ゼロですよね。請願があった場合は、紹介議員が

いて、その請願が委員会にかかるときに紹介議員

の説明という場面があって、それで委員間討議と

いうか、質疑というか、質疑までいったかどうか

記憶にないんですが、紹介議員への質問というの

もあったかなという気もするんですけれども、そ

のように保障があった、そういう時間があったと

思うんですが、小金井市はそれが今なくなってし

まって、果たしていいんだろうか、悪いんだろう

かということを時々思うんですけれども、実はそ

ういう意味では、議員間討議というものの必要性

というのはあるんだろうと思うんですよね。だか

ら、今はなくても、どういう場面になるかは別に

して、場面、場面でそれをやるようなことに努め

ていかなければいけないのではないかという気は

するんです。このように条例を作る場面というの

がもっと出てきて、活発になっていければ、それ

はそれで議員間討議ができる場面が多くなるかも

しれませんけれども、それにしても市民からの陳

情、請願に関しても、議員間での討議をできるだ

けするように努めることの方が、私は市民に対し

ていいのではないかと思いますので、ここはこの

条文は残しておいた方がいいのではないかという

思いがいたします。 

○森戸座長 ありがとうございます。逆に請願が

なかなか出しづらくなっているという、陳情の方

が出しやすい。請願の場合は紹介議員を並べなけ

ればいけないということですよね。 

 ちょっと休憩します。 

午後２時31分休憩 

                  

午後２時33分開議 

○森戸座長 再開いたします。 

 ということでありまして、五十嵐議員から議員

間協議は入れておいた方がいいと。今、いろいろ

な事例も挙げました。ほかに比べればかなり議員

間討議をやっているのではないかというところは

あるのかなと、実態を皆さんで出し合ってみても

ありますので、これは残す方向でいければと思い

ますが、よろしいでしょうか。 

 ただ、第３項の「討議の保障に関し必要な事項

は別に定めるものとする」とあるんですが、この

名前も「討議の保障」でいいのかどうか。先ほど

百瀬議員のご意見もありましたし、百瀬議員のご

意見に対する五十嵐議員のご意見もありました。 

 これらを含めて持ち帰っていただけないかと思

います。新しい提案があれば提案していただきた

い。第３項はいずれにしても「必要な事項は別に
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定めるものとする」というのはうたっておく必要

があるかどうか。これはどうでしょうか。もうち

ょっと事務局でも検討していただくようにしまし

ょうか。 

○白井議員 細かい話なんですけれども、第１項

に「議事機関として」とあるんですよね。前文の

保留段階ですけれども、「議決機関」という言葉

を使っていて、これは場合によって使い分けるも

のなのか。どちらか決めるものなのか。この辺は

どのように考えればよろしいですか。 

○森戸座長 「議事機関」という言い方は、地方

自治法で言っているんですかね。「議事機関」と

「議決機関」の違い。どちらかに統一した方がい

い。 

○飯田議会事務局次長 法令用語辞典には、「議

事機関」のところに「議決機関とも言う」という

形でなっておりまして、憲法第93条第１項では、

地方公共団体はうんぬんで、「その議事機関とし

て議会を設置する」ということで、憲法第93条に

は「議事機関」と書いております。 

○森戸座長 ということですね。「議事機関」と

いう言い方なんでしょうね。「議事機関」と「議

決機関」は地方公共団体においては議会を指し、

同義のものと考えて差し支えないと。ただ、「議

事機関」は憲法上に定められ、議会を指すことが

明確となっているのに対し、「議決機関」は団体

等の意思決定機関全般を指すことから、議会のみ

でなく、執行機関に対する決定機関という点で広

く解されるということになっていますよね。これ

はウィキペディアなので、余りどうかというのは

ちょっと難しいですが。 

 では、ここはとりあえずもう一回持ち帰ってい

ただくということでよろしいでしょうか。（「13

条全体」と呼ぶ者あり）13条全体、はい。そこの

整理は第１班に任せますので、よろしくお願いい

たします。文言の整理、「議事機関」か「議決機

関」かという整理です。（「まだですよね」と呼

ぶ者あり）まだ送りませんので、一致したら送り

ますので。 

 では、第13条は全体的に持ち帰ると。ただ、

「説明責任を果たさなければならない」という第

１項の部分は削除するということですね。「議論

に努めなければならないとする」か、「議論を保

障するものとする」とか、そういう文言にするか

というところは議論の余地ありということだと思

いますので、よろしくお願いします。あと、「討

議の保障」という名称、ここは検討するというこ

とですね。 

 次の第14条、調査・政策立案です。ここは「議

会は、次に掲げる制度を積極的に活用するものと

し、調査活動を活発に行い、議会の権能を十分に

発揮し、政策立案を行うものとする」ということ

です。 

 これに対する各会派の皆さんのご意見をご覧い

ただければと思います。これはいろんな議論があ

りました。公明党からは、第３号の附属機関の規

定は了とするけれども、議会の持つ議決権などの

特性を見極め、附属機関の設置には慎重な判断が

必要であるということ。それから、第４号の、先

ほどもありましたけれども、政策検討会は具体的

な方法について会派間でイメージの共有ができて

いないということですね。自民党からも、第３号

の附属機関は、審査、調査のために議会に対して

専門的知見から公平な助言ができる外部のメンバ

ーで構成される議会の諮問機関となるようにする

ことが条件であり、設置する場合には議長が速や

かに予算措置をとり、きちんと機能するよう取り

決めなければならないというご意見があります。 

○飯田議会事務局次長 附属機関のことについて

若干ご説明させていただきたいと思います。地方

自治法第138条の４のところで、普通地方公共団

体は、法律または条例の定めるところにより執行

機関の附属機関として、例えば審査会とか審議会

とか、こういうものを置くことができるという形
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になっております。したがいまして、附属機関と

いうのは執行機関に設けるものと解釈されると思

います。 

○森戸座長 それは、地方自治法が変わったので

はないですか。変わっていない。そうはなってい

ない。 

 今、そういう次長の説明がありました。委員長

のコメントを見ていただくと分かるんですが、第

３項の附属機関は不一致になっています。どうい

う角度で配置するかということも含めて、引き続

き継続して検討する必要があるということです。 

 それから、第４項の政策検討会については、も

う一度議論した方が良いと。市民との協働作業で

条例を提案する場合にこの政策検討会を議論する

ということですね。市民との協働作業で条例を提

案する場合にこの政策検討会が必要ではないかと

いうことです。附属機関については、設けている

ところはあるんでしたか。ちょっと調べる必要が

あるかも。（「138条の４の第３項」と呼ぶ者あ

り）これは多分、附属機関というよりも調査機関

ということだと思うんです。地方自治法第100条

の２が新たに加わって、「普通地方公共団体の議

会は議案の審査または当該普通地方公共団体の事

務に関する調査のために必要な専門的事項に係る

調査を学識経験を有する者等にさせることができ

る」とうたっています。これを附属機関という言

い方にしたのかなと思っているんですが、第100

条の２の地方自治法のコンメンタールなんですが、

このように書いてあるんですね。「本条の趣旨。

地方分権改革のもとで議会機能の強化が叫ばれ、

特に議会の政策形成機能の充実が強く主張された。

本条は、こうした政策形成能力の向上を目的とし

て、学識経験者等の協力を得る形でのいわゆる専

門的知見の活用を定めたものである。本条の意義。

本条は、議案の審査または地方公共団体の事務に

関する調査を目的として、必要な専門的調査を外

部の学識経験者に実施してもらうことにしたもの

である。こうした調査を外部の有識者を含む附属

機関を議会に設置することで果たすことができる

かについては、附属機関の附置は執行機関に認め

られるものであって、議会になじまないとの考え

もある。しかし、三重県議会が基本条例において

附属機関の設置を定めて以降、議会基本条例の中

で附属機関の設置を盛り込む議会があらわれるよ

うになっている」ということから、議会基本条例

の中にうたい込んでいるところもあるということ

であります。 

 実質は、例えば所沢市議会などは、専門家に依

頼をして、議会改革についてかなり専門家の意見

ももらいながら進めてきているという状況なども

あって、そういう意味では、議会が調査をするに

当たって、そういう学識経験者などを含む附属機

関を設けるということは、問題はないのではない

かということであります。なので、この辺りはち

ょっと議論になるところかなと。 

 例えば、小金井市議会などでも、開発の問題だ

とか幾つかの問題で専門的な知見を聞きたいとい

うことで、公聴会制度や参考人制度を活用しよう

という話もあったんですが、結局賛否が分かれて

できなかったということなどがあったんです。例

えば再開発の問題でも、生々しい話なんですが、

一筆一棟なのか、一筆分棟なのかという辺りとい

うのは、私たち議会だけの判断では分からない問

題も結構あったりするので、専門家の意見を聞い

たらどうかという声もあったんですが、結局それ

はできずに、最終的にはふたを開けてみたら一筆

一棟ではなかったという結果になると。そこに至

る経過の中では、全会派がＵＲに対してしっかり

と調査してほしいということなどを提言を申し入

れに行ったりとか、いろんなことはやってきたと

いう経過はあるんですが、非常に今、専門的な知

見が求められる問題も多いというのが事情として

はあるのかなと。 

○片山議員 今、附属機関のことは確認されたと
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いうことでいいんですよね。実際もう議会基本条

例に盛り込んだところもあるし、所沢市などでも

行っているということで、だめということではな

いという確認のもとで、第１項の方からの議論を

進めていくということでしょうか。今の段階はど

ういうところになっているのか。 

○森戸座長 ただ、今こう見てみると、（１）と

（３）はある意味、重なっているところがあるの

で、これは一緒にしてもいいのかなと思うんです

が、今のコンメンタールの話はいいですか。 

○飯田議会事務局次長 今、コンメンタールのご

紹介がございましたけれども、あくまでコンメン

タールは三重県議会がそういったことはしている

けれども、附属機関を設けるのは執行機関に認め

られるものであって、議会になじまないとの考え

もあるという形でご紹介されております。 

 松本英明さんの「逐条地方自治法」をご紹介さ

せていただきたいんですが、第100条の２のとこ

ろでございますが、従来から議会において専門的

な知見を要すると考えられる場合の制度としては

公聴会があるが、これらの制度は意見を聴取する

ことができるにとどまり、議会が必要とする専門

的な知見を得ることができるような調査・研究を

求めて報告を受けるといったものではない。また、

議会の意を受けた執行機関がその附属機関や第三

者に調査・審査または調査・研究をさせ、議会に

その結果を説明することはあろうが、制度的には

あくまで執行機関の執行の一環として位置付けら

れるものであるという形です。平成18年の改正は、

議会の活動として議案の審査及び当該地方公共団

体の事務の調査に関し、専門的な知見の活用が必

要となった場合に議会が学識経験者等に専門的事

項に係る調査をさせることができることとしたも

のであるという形になっておりまして、あくまで

執行機関の附属機関にその調査を依頼して、その

報告を議会が受けるという場合と、あと、独自に

専門的な学識経験者に調査をお願いするというこ

とを想定した解釈のされ方がしておりまして、執

行機関に附属機関というものは設けられるものと

は一般的にはなっておりますが、それについては

なお調査をさせていただきたいとは思っておりま

す。 

○森戸座長 では、休憩しますかね。しばらく休

憩します。 

午後２時55分休憩 

                  

午後３時31分開議 

○森戸座長 再開いたします。 

 休憩前に引き続き、第14条の政策立案について

であります。 

 附属機関の問題なんですけれども、この附属機

関については、現状、条例としてあるのは、松江

市議会と会津若松市議会があります。あと、三重

県議会ということですかね。ただ、この問題につ

いては一定の総務省の見解もあるということで、

そこを紹介していただきたいと思います。 

○飯田議会事務局次長 それでは、総務省行政課

の見解をご紹介させていただきます。地方自治法

上は、地方議会に附属機関を置くことを想定して

おりません。そして、議会基本条例に基づく附属

機関が議会に設置されたとしても、その場合は地

方自治法に根拠を有しない機関となります。条例

のみを根拠とする機関となるわけでございます。

地方自治法の想定の枠外の機関であることから、

その委員の身分ですとか報酬についても検討課題

は残っているとしております。条例の根拠があれ

ば、附属機関の設置それ自体が違法であるという

ことにはならないという見解でございますが、委

員の報酬、身分について検討課題が残っており、

もし委員報酬の支出に関し、場合によっては適法

性を問う住民監査請求ですとか住民訴訟が提起さ

れる可能性があるというようなことが言われてお

ります。 

○森戸座長 違法にはならないけれども、住民監
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査請求をされたときのきちんとした根拠というこ

とでは難しいところがあるということです。 

 第１項から第５項までこれは明示していますが、

先ほど冒頭も言ったんですが、第１項と第３項は

同じことを言っているというのもあるので、これ

は合体させることはできると。ただ、附属機関を

設置するかどうかというところは議論が必要なと

ころかなと思っています。そのほかに、「調査機

関」と言っているところがあるんです。それは、

調布市なども「調査機関」という言い方になって

いる、多摩市も「調査機関」になっていて、「調

査機関」という言い方はあるかなと。皆さんから

何かあれば。 

○五十嵐議員 先ほど座長の方では、第１項と第

３項が同じようなという言い方があったんですけ

れども、地方自治法第100条の２の根拠になるも

のというのは（１）の方ですよね。次長の説明を

聞いていると、（１）と（３）というのは必ずし

も同じものではないのではないかと聞いていたん

です。むしろ（３）の方は、いわゆる行政に設置

されている何とか審議会とか、そういうものなの

かなと思ったりして、だから、ここで条例に載せ

ようとして、第100条の２を根拠にしようとすれ

ば、私は（３）は要らないのではないかと思って

いまして、むしろ（１）だけでいいのではないか

と。これで「調査を活用することができる」とい

う言い方もしていますし、そういうことでいいの

ではないかと思うんですが。 

○鈴木議員 今、私も五十嵐議員のお話を聞いて

いて、そういうやり方もいいのかなと。というの

は、今、座長がおっしゃったように、多摩市、調

布市、流山市も似たような捉え方なのかなと。

「政策調査会」という表現ですよね。附属機関で

はないけれども、そういう機関を設けることがで

きるとしていると。そういうことで一致できるの

であれば、附属機関ではなく、（１）と（３）を

一緒にするというよりも、（３）をなくして、そ

この表現を工夫して何かできないかと思うんです

が、いかがでしょうか。 

○森戸座長 ということで、（３）を除いてとい

うことですね。 

 すみません、その前に、第14条の「議会は次に

掲げる制度を」とあるんですが、これを「制度」

と言うかどうかというのはなかなか難しいところ

もあって、「次に掲げる項目」とかいうことに反

抗したらどうかというアドバイスも議会事務局か

ら、違いましたか。次長、そこだけ説明していた

だけますか。 

○飯田議会事務局次長 「次に掲げる制度を積極

的に活用するものとし」と書いてございますが、

「制度」が並んでいるというよりも、これは全て

文章が並んでいて、「制度」という言い方でよろ

しいのかなというのがございます。ですので、号

ではなくて、項立てでずっと並べるようにしては

どうかと考えておりまして、そうしますと、「議

会は積極的に調査活動を行い、議会の権能を十分

に発揮し、政策立案を行うものとする」というよ

うに第１項をして、次に第２項として、「法第

100条の２の規定に基づく」というような形で、

号ではなくて項でずっと並べてはどうかと思って

おります。それで、第１項のところは、先ほど申

し上げましたとおり、整合性をとるために文章を

変えてはいかがかなと思っております。 

○森戸座長 一応そういう意見があるということ

です。 

 ちょっと戻りますが、（３）をどうするか。例

えば所沢市議会は、所沢市議会議員定数の在り方

に関する審議会を所沢市議会議員定数の在り方に

関する審議会設置条例を制定して、附属機関とし

てこういうものをやっているということが紹介さ

れています。非常にグレーだというお話もあった

んですけれども、その辺りはどうするかなと。私

にとっては余りいい例ではないんだけれども。 

 所沢市議会の第100条の２に基づくものについ
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ては、平成22年度の実績で、所沢市議会の議会基

本条例制定以降の評価についてということで、法

政大学の広瀬克哉先生に調査を依頼し、平成22年

７月１日に議決をし、11月11日に調査報告会を開

催したということであります。実際に活用してい

るのは所沢市ぐらいですかね。 

○片山議員 今のは第100条の２に基づく、お一

人の学識の方にということなんですよね。違うか

もしれないんですが、立川市議会とかが作るとき

に学識の方に聞きながらというのは、それはまた

作る段階だから違うかもしれないんですけれども、

ということですよね。 

○森戸座長 立川市議会は、多分作る段階でその

ようにしていると思うので、これはまたちょっと

違うかなと思うんですけれどもね。 

○片山議員 これはどのように議論を進めていく

のかなと今、思っているんですけれども、最初に

おっしゃった制度のことについての第１項目の書

き方のことと、号ではなくて項にするのかという

ことと、それと今、号になっている１号と３号の

検討と、前から課題になっているのは、４号につ

いても公明党からのコメントもあるわけなんです

が、（「政策検討会」と呼ぶ者あり）はい、そう

いったことを順番にやっていくということなんで

しょうか。 

○森戸座長 そうですね。順番にやっていくわけ

ですけれども、五十嵐議員からは、（１）と

（３）は別のことを言っているのではないのかと。

附属機関とあるけれども、第100条の２ではなく、

純粋に附属機関ではないのかというご意見もあり

まして、その辺りはちょっと私も思い出せないも

のですから、今いろいろと探りながらやっていて

申し訳ないんですけれども。 

 ですから、今、項にするか、号にするかという

のは置いておきたいなと。これも確か議論があっ

たはずなんですよ。最初は項にしていたんです。

そうしたら、それは違うのではないのかという意

見があって、最初に趣旨を述べて、号にした方が

いいのではないかといって、号にしたんです。そ

の点からすると、いろいろな経過があったなと思

っています。 

 では、まず附属機関の設置なんですが、これに

ついてはいかがしましょうか。 

○白井議員 できれば一個一個条文を見ていきた

いとは思うんですけれども、ずっと見ていまして、

何かちょっと気持ち悪いというか、自分の中で腑

に落ちてこないというところがありまして、全体

を見ていまして、何でかと言うと、結局第１項に

あるように「政策立案を行うものとする」と、そ

れに対する五つの手段があると思うんです、この

書き方で言うと。ただ、途中で、例えば第２項で

も「政策立案に資するため」とか、第４項でも

「政策を立案するため」とか、同じような「政策

立案」という言葉がまた繰り返し出てきたり、あ

と、さっきの第１項と第３項の話もありましたけ

れども、捉え方によっては一つでいいのではない

かと。ただ、厳密に見ていくと、別と言えば別で

すよねと。結局政策立案をするための手段が、こ

こで書かれているのは五つあると思うんですけれ

ども、果たして本当に五つなのか。もしくは、ど

ういう場合はこれ、どういう場合はこれみたいな、

漏れなくダブりなく、こういった場合はこう、そ

ういう厳密な分け方はできないかもしれないんで

すけれども、使い方の根拠みたいなものを含めて、

これを使うというように定義できれば一番きれい

だなと思ったんですが、なかなかそのようにきれ

いにはできないと思うんですけれども、そういっ

た点ももしかしたら市民目線から見ても分かりに

くい形になっているのではないかと思うので、一

個一個やるというよりは、今、書かれている手段

がどういう場合、もしくは何のためにそれを使う

のかという、そこを一旦概念的なところを整理し

た方がいいのかなという気はしました。意見を述

べておきます。 
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○森戸座長 一つ一つの概念的なものをはっきり

させた方がいいと。 

○板倉議員 事務局次長から先ほど総務省の見解

なども述べられているわけですよね。地方自治法

でうたわれているのは第100条の２、調査をさせ

ることができると。だから、法律上で公費を充て

ることが明確に保障されているのは、調査なんで

すね。附属機関の場合には住民監査請求などが起

きる可能性もあるという見解が示されている中で、

そこをどう整理するかというのも一つの観点とし

てあると思うんですよ。そこが整理されないと、

調査機関を設ける、もう一つ附属機関を設けるの

かという議論になると思うんです。だから、その

範囲が広がってしまう可能性があると思っていて、

もし地方自治法の規定に従っていくというのであ

れば、学識経験者に調査をお願いすると、そこが

一本になっていく可能性があると思うんです。そ

こを整理しないと、範囲が広がるのか、限定され

るのかというところがあって、そこを整理した方

がいいと思っています。 

○森戸座長 附属機関について、違法にはならな

いけれども、もし何か問題があったときに住民監

査請求などが起こったときにどうなのかというこ

となんです。ですから、他市でやっているところ

もあるということも踏まえて、私たちがどう地方

自治法を切り開いていくかという観点に立てばど

うなんだろうということですね。というか、よく

言われるのは、市長には600人のスタッフがつい

ているわけです。私たち議会には、24人プラス議

会事務局という中でのお互いの切磋琢磨を行うと

いったときに、余りにも違いがあり過ぎるという

ことからすれば、例えば本来それぞれの会派に議

会事務局なり、政務秘書ではないけれども、そう

いう人がいてちゃんとやれるということだったら

いいわけですけれども、そういう体制にもならな

いということからすれば、この議会能力をどうや

ったら高められるのかという観点からここは考え

る必要があるのではないか。そういう意味での専

門的知見の活用、もしくは審議会などを作ってや

ることもあるかもしれない。いろいろな形で議会

としての政策立案を高める方法を私たちが考え、

市長に対等に政策をぶつけるということが必要だ

から、ほかの市議会はやっているのかなと思うん

ですけれども、市長と議会の違いのところでずっ

と長年それは言われ続けてきたことなんです。 

 いつか栗山町議会の事務局長だった先生に講義

をしていただいたときだったか、法律でだめと書

いていないものは議会でうたって、どんどんやっ

ていくべきだということをおっしゃっていたかな

というのが印象に残っているんですけれども、そ

れをどこまでやるかということではあるかなとは

思うんですけれども。 

○五十嵐議員 決定的に違うのが、行政は執行権

を持って執行するわけですよね。だから、行政に

審議会のような附属機関があって、それに様々な

提言をもらって執行していくということなんだと

思うんですけれども、議会というのは、逆に提案

をする場所、執行する場所ではなくて提言、提案

する場所ではないかと思うんです。だから、例え

ば議会として専門家の意見を聞く、調査する、

様々な手だてを使って一つの政策を作り上げると

いうことはいいんだけれども、それを議会は提案

していくという役割なんだと思うんですよね。だ

から、議会の中に附属機関があると、場合によっ

ては同列のものが二つあるみたいな、そんなイメ

ージにもなりかねないと思って、あくまで議会と

していろんなものを作りながらも、議会として提

案していくというように考えると、附属機関を置

くというのはもしかしたら違うのかなという感じ

もしないでもないんですよね。議会としては、も

ちろん専門家も使うし、それから調査もしてもら

うしというのはいいと思うんですけれども、でも

取りまとめていくのは議会なのではないかとも思

うんですけれども。 
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○宮下議員 今の五十嵐議員のを聞いていて、だ

んだん思い出したんですけれども、公明党のコメ

ントのところも、たたき台の意見集約用紙、結構

前のやつですけれども、ここでは「附属機関の設

置は了とするが」とうたって、その後、「議会の

持つ議決権などの特性を見極め、附属機関の設置

には慎重な判断が必要である」と言っているんで

すね。ですから、変な言い方ですけれども、議会

自体が附属機関といっては変ですけれども、一定

審議しながらいろんなことを議論を深めていくと

いう場が議会だと思うので、その議会が更に附属

機関に丸投げするというのは変ですけれども、何

か議論を任せるというのもちょっと余り適切では

ないのかなと。それを言うんだったら、第100条

の２に書いてあるとおりに、調査とか専門調査と

いうことではっきりした目的を与えて調査しても

らうという方が、議会が使う言葉としては附属機

関ではなくて調査機関とか、そっちの方がさまに

なるのかなと思うんですよね。 

○森戸座長 それが公明党の意見ということです

ね。 

○白井議員 もし分かれば事務局に教えていただ

きたいんですが、先ほど座長の方から所沢市議会、

広瀬教授を筆頭とした学識者に議会基本条例の運

用状況をチェックをお願いしたというようなこと

をおっしゃられたんですけれども、これが例えば

第100条の２でできるのかどうかという点はどう

ですか。要するに、議会のことですよね。だから

執行部のことではないので、どのように解釈すれ

ばいいのかなと。 

○飯田議会事務局次長 今、即答できませんので、

調べさせていただきたいと思います。 

○森戸座長 どうなんですかね、その辺り。やる

としたら、市議会の運営に関して審議会を設ける

ということですよね。そういうことをやっている

ところはあると。流山市議会も、これも調査を依

頼したりはしているんですよね。これも第100条

の２で。附属機関とはまたちょっと違うんですけ

れどもね。例えば、私たちも今の条例を作って、

一回調査を依頼したいということも、地方自治法

上はやれなくはないということですよね、局長。 

○加藤議会事務局長 そこの部分なんですけれど

も、まず専門的知見の活用というところで、今あ

るのですと、「議会運営の実際」の22巻に載って

いるところを見ますと、「議会は議案の審査、当

該団体の事務の調査のために必要があれば学識経

験者に調査させることができるようになりまし

た」と、これは第100条の２のことです。「専門

的知見の活用などの表現をしていますので、何か

変わったイメージを与えますが、学識経験者など

専門家に調査を依頼することができることを指し

ます」と。「調査を依頼する相手方は、個人だけ

でなく、法人でもよい。当該団体の内外を問わな

い。議員が専門家であっても、議員は議会で論議

すべき地位にあるので対象にはならない。学識経

験者は一人だけでなく、複数であってもよく、合

議による調査もできる」と書かれています。全国

市議会議長会とか、そういう議会団体は議長にも

長と同じく附属機関を設置できるよう主張してい

ましたが、地方制度調査会はこれを認めなかった

ため、かわりに一人または複数による学識経験者

への調査依頼を制度化したものです。複数の学識

経験者を活用できるのなら、議会団体の要望どお

り、附属機関を認めても同じことですというよう

なことが書いてありまして、なので実質的には、

先ほど申し上げたような複数であっても、団体で

あっても、法人であっても、個人であってもとい

うことで、かなり幅広くその辺の調査の専門家に

依頼できるというところでは、機関として設ける

ということではなくて、調査先が今、言ったよう

な多様な形で、複数もしくは団体ということもで

きるということであれば、実質的には附属機関を

認めたのと同等ぐらいのそういう調査をさせる機

能があるのではないかというのがこの本の解説で
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言われていることなので、ということからすると、

果たして今の条文の中のうたい方として、ここで

言っている１号と３号の部分で言うと、その部分

を分けて考える必要があるのかどうかと、素朴に

見ると私はそういう感想は持ちますけれども。 

○五十嵐議員 その「附属機関」という言い方が

どう表現するかみたいなところがあって、さっき

言った、いろいろと指摘されたら監査請求などさ

れたらという、かなりグレーな部分を想定してい

るということは、かなり今ある、行政が持ってい

る附属機関をイメージしているような感じもする

ので、「附属機関」という言い方はそういう意味

では誤解という感じもあるので、私は余り言葉と

しては使わない方がいいのかなと思ったりするん

です。だから、調査としては実態上、数人の人に

も調査の依頼はできるというのは、そのとおりな

わけだから、それはそれで何ら問題ないと思うん

ですけれども、言葉としては余り使うのに適当で

ないような気もします。 

○森戸座長 「調査機関」と言う方がいいかもし

れないですね。 

○鈴木議員 先ほど次長が言われたように、号を

項にするとか、ここは皆さんでどういうおさまり

がいいかというところは整理する方がいいのかな

と思うのと、今の話ですけれども、「附属機関」、

多摩市の場合は単純にここは「必要な機関」とし

ているんですよね。だから、小金井市の場合も

「附属」をとれば全く問題なく運用できませんか

ね。皆さんの思いも踏まえた上で。 

○片山議員 ただ、最初がそうだったんですよね。

最初は「必要な機関」としていたのを、いろいろ

変えていってそうなったと思うんですよ。最初の

ところからの変遷をもう少し振り返って整理して

いった方がいいような気がします。 

○森戸座長 もう一回整理すると、局長が読まれ

たのは、市政全般の条例提案とか政策立案という

ことも含んでの話……。 

○加藤議会事務局長 条文どおり、議案の審査と

当該団体の事務の調査ですから、事務は全部入り

ます。 

○森戸座長 だから、それについて複数で合議で

やることはできると。それを「機関」と呼ぶかど

うかということはありますよね。 

 経過として、「附属機関」というのを入れた経

過がどこにあるのかという片山議員のご意見もあ

るわけです。多分第100条の２と「附属機関」は

別に位置付けた方がいいのではないかという議論

があったようにも思うんです。ここは非常に意見

が分かれたところなんです。政策検討会について

もそうですし、附属機関の設置についてもいろい

ろ意見が分かれたところかなと思っていて、最初

は「議会は、審査、諮問または調査のため必要な

機関を設置することができる」と委員長のたたき

台はしていたんです。例えば民主党からは、「議

決により必要な外部機関を」とした方がいいので

はないかというご意見があり、公明党からは、必

要な機関の設置についてもう少し掘り下げた調査

を求めたいというご意見がありました。ほかには、

自民党からは、機関を設置する場合には議長が速

やかに予算措置をとるような取り決めを求めると。 

○中山議員 そうなんですが、「第３号の附属機

関は審査、調査のために議会に対して専門的知見

から公平な助言ができる外部のメンバーで構成さ

れる議会の諮問機関となるようにすることが条件

であり」ということで、併せて意見をさせていた

だいております。 

○森戸座長 それはどこかに書いてあった。 

○中山議員 意見集約に。 

○森戸座長 ということでありまして、かなり議

論をしながらここに至ったかなと思っています。

全体的には討議を深めるということになって、不

一致もありながら、ここまで来たかなと。 

○片山議員 参考人とか公聴会についても、ここ

にあったのが別になっていたというような経過が
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あったと思うので、いろいろ整理をしながら進ん

でいるのかなとは思うんですけれども、ですので、

ただ、調査、政策立案という大きなところでのど

ういったことができるかという整理をもう一回こ

こで改めてしてみたらいいのではないかと思いま

す。 

○森戸座長 ということですね。民主党が外部機

関ということもおっしゃったり、一定そういうも

のは必要だという声もあって、それで「附属機関

という言い方にここはなったのかなと思うんです。

ただ、大もとを考えると、第100条の２との関係

できちんと整理をした形では、そういう議論はし

ていなかった。第２項の議論としては余りしてい

なかった。だから、ここで改めて議論して整理を

するということは必要だと。公明党と自民党から

も意見を頂いていて、自民党もさっき言われたよ

うに、外部のメンバーで構成される議会の諮問機

関となるようにすることが条件だということなの

で、その意味合いというのはあれですかね。 

○中山議員 以前、議会の中で非常に専門的な議

論があったときがありましたよね。例えば、駅前

再開発の不動産の鑑定とか、それで日本共産党も

高い書籍を購入されていろいろ研究しようとした

けれども、弁護士や家屋調査士か分かりませんが、

調査しようとしたけれども、調査に限界があると。

そこは公平に議会として、政党や会派関係なく、

専門的な知見からどうなのかというのは分からな

いと議論が進められないというのは、経験からそ

の必要性というのを感じてはいたんです。 

 ただ、これもまた別の議論になるので、ご指摘

があるかもしれませんが、例えば議会基本条例で

専門家の意見を聞こうといったときに、私たちが

お願いしていた講師の方は予算上呼んでもらえな

かったということもあって、非常に偏った勉強会

になったかなという気持ちもあるんです。それは

いい、悪いは別として、今、例として挙げていて、

第三者の意見をお伺いするにしても、偏らないよ

うにしていくというのは難しいなというのがあっ

て、こういった専門的な機関を置くのであれば、

きちんと予算付けして、議会の中で共通的な判断

のもとで設置するということであれば、ある一定

機能したとすれば、いい意味を持つのかなと。た

だ、その事業を推進したい方と進めたくないとい

う方の二つの考え方があって、特に専門家の方や

研究者の方、学者の方なんかを呼んだ場合には、

その方の考え方一つで意見が流れるということも

あって、設置とかそういうのには慎重にやる必要

があるなというのは感じているところではあるん

ですが、専門的な分野で、どうしても不動産鑑定

だとか、そういった分野などは特に我々は専門家

ではありませんので、そういった意見は聞きたい

というのは正直なところではありました。 

○森戸座長 そういう意味で、先ほどあった２人

と言っていらっしゃるのは、相反する場合に両方

の専門家を呼ぶということだってあり得る話です

よね。 

 いかがでしょうか。「附属機関」という言い方

になるのか、「専門的知見」にまとめるのかとい

う点で、会派に持ち帰っていただく上で議論して

おいた方が良いことがあれば、出していただけれ

ばと。流山市議会も流山市議会基本条例の制定に

向けてということで、早稲田大学マニフェスト研

究所の北川氏を招いて、策定に当たって専門家の

知見を聞いたということをされています。（１）

と（３）が同じような、織り交ざって今、議論は

しているんですけれども。 

○斎藤議員 １号と３号は似ているんですけれど

も、「附属機関の設置」というのと、「機関に調

査を委託する」、要するに外部機関に委託すると

いう関係なのかなと。実際に附属機関を設置して

継続的にやっていくものは逆にあるのかなと。逆

に、ある案件に関して外部に委託をする、シンク

タンクというか、その辺もどのように捉えるか。

１号と３号は大体同じことを言っているんだろう
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と私も思っています。少し形態の違いではないか

なというところで、うまく１号と３号を合わせた

条文をずっと考えていたんですけれども、なかな

かうまくまとまらないんですけれども、一つ、シ

ンクタンクというようなイメージも入れてみたら

どうかなと思っています。 

○森戸座長 ありがとうございます。そういう言

い方もありますよね。味方をつけていくというか、

こちらも理論武装ができるという。 

○宮下議員 今ふと思ったんですけれども、議員

の政務活動費でシンクタンクに依頼することはで

きるんでしたか。 

○飯田議会事務局次長 調査を委託することはで

きるようになっておりまして、それは可能でござ

います。 

○森戸座長 だから、各会派が調査を委託すると

いうことはありますよね。ただ、議会として、例

えば何らかの調査、条例を作ったり、重要施策で、

これはちょっと調査が必要だといったときに、継

続的になるのかどうかは別にしても、審議会なり

何なりで一緒に議論しながら作り上げていくと、

そういうことはどうなんですかね。例えば、空家

の対策条例なんか作るとなったら、議会だけの力

ではできなくて、当然専門家を含めた知見がない

とできないというのがありますよね。そういう場

合に、審議会を作って、議会代表と一緒に議論し

ながら条例を策定していくということがあるのか

な。そういうのはないのか。審議会は審議会で議

論してもらって、そこで策定してもらったものを

議会が受け止めて、議会がそれについてまた議論

していくという形なんですかね。そこには専門的

な人たちが入っていることの、箔がつくと言った

らおかしいけれども、一定の論拠をもって作って

いただくことはできると。それをもって政策立案、

更に議会で深めていくということもありますよね。 

 例えば、空家対策なんかは警察に一定意見が必

要だとか、私有財産の権利の問題で弁護士の知見

が必要だとか、結構大変なものがあるんですよね。

そういうときに審議会なんかを作って議論しても

らって、その報告を受けて議会で更に条例提案す

る。条例そのものを作らなくてもいいんだけれど

も、こういう見解であるというのを出してもらっ

て、それに基づいて条例を提案するということな

どがあるかなと、具体的には。 

○中山議員 議会基本条例で先行していました所

沢市の市議会議員の方も来ていただいたかと思う

んですが、その所沢市の議会基本条例の文書など

を参考にしますと、地方自治法に根拠を有しない

機関とはなっているけれども、自治体議会の附属

機関の設置ということであれば、例えば東京都千

代田区議会の政務調査研究費交付額等審査会、そ

れから宮城県議会情報公開審査会など、機能上、

附属機関と位置付けられる機関は既に自治体議会

に設置されている実例があるということのようで

す。 

○森戸座長 政務活動費の問題とかね。そういう

意味では、議会運営についても、そういう審査会

なりを設けて行うと。政務活動費が本当に妥当か

どうかということを審査してもらったり、ある意

味、第三者機関にチェックをしてもらって評価し

てもらうということだってある話、妥当かどうか

は監査がやるんだけれども。（「海外視察」と呼

ぶ者あり）海外視察をやるかどうか。 

○五十嵐議員 さっきの空家条例の例ですけれど

も、仮にそういうものを想定した場合、作り上げ

るのは議会だと思うんですよ。専門家、いわゆる

専門部署の警察とか、いろいろほかの機関の調査

は必要だと思うんです。だから、個別にどこの調

査が必要だということをデータを集めてやること

は必要なんですけれども、まとめ上げるのは議会

の仕事になると思うんですよね。 

○宮下議員 今の空家条例のところはずっと考え

ていたんですけれども、今、五十嵐議員の意見は

すごくすとんと落ちたんですよ。やるとしたらで



－ 41 － 

すけれども、当然警察もそうだし、道路行政もそ

うだし、建築関係も入ってくるし、自治会もそう

だしということで、いろいろ多岐にわたると思う

んですよね。そういったものを、シンクタンクの

皆さん、調査してくださいでは、議会は何を働い

たのかということになってしまうのかなと、今、

聞いていて、それを思うと、個々に調査してくだ

さいとして、すぱんと球を投げておいて、戻って

きた報告書をもとに練り上げるのが私たちの仕事

なのかなと、その場合はですよ、というようなこ

とを今、思っていて、そうなると、確かにシンク

タンクとかいうよりは調査かなと。要するに、議

会として格好いいというか、働いていますという

ことにはなるのかなと思うんですけれども。 

○森戸座長 分かりました。 

 ４時25分を回っていまして、この辺り、もうち

ょっと議論を進めていくということで、本日はこ

の程度にしたいと思うんですが、もうちょっと皆

さんの方でも考えていただければと思いますので、

よろしいでしょうか。重要なところなので。

（「これは持ち帰りなし」と呼ぶ者あり）はい、

これは持ち帰りなしです。また改めてということ

になりますが、今日、幾つか持ち帰っていただい

たことがありますので、それはまた後で協議会で

いつまでということを協議したいと思います。 

 では、その他で皆さんの方から何かございます

か。よろしいですか。 

 それでは、本日の議会基本条例策定代表者会議

を終了いたします。 

午後４時24分閉会 

 




